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主な用語・定義語一覧 
 

用語・定義語 内容 
1. 主な団体名、個人名 
関西電力 関西電力株式会社を指す。 

なお、第 5 章等の総括的内容を述べている箇所において、

明示的に断った上で、同社の一部の子会社を含め単に

「関西電力」と呼称している箇所もある。 
関電プラント 関電プラント株式会社（旧商号：関電興業株式会社）を

指す。 
関電不動産開発 関電不動産開発株式会社（旧商号：関電不動産株式会社、

関電産業株式会社）を指す。 
関電パワーテック 株式会社関電パワーテックを指す。 
環境総合テクノス 株式会社環境総合テクノスを指す。 
関西電力等 関西電力、関電プラント及び関電不動産開発の 3 社を総

称して指す。 
関西電力グループ 関西電力及びそのグループ会社を総称して指す。 
森山氏 森山榮治氏を指す。 
吉田開発 吉田開発株式会社を指す。 
柳田産業 柳田産業株式会社を指す。 
オーイング 株式会社オーイングを指す。 
塩浜工業 株式会社塩浜工業を指す。 
本件取引先 関西電力が、本件社内調査報告書等において森山氏と一

定の関係を有するとしていた 5 社を総称して指す。 
本件取引先等 本調査の結果、本件取引先以外で森山氏と一定の関係を

有していたと認められた企業と本件取引先を総称して

指す。 
2. 本調査に関する用語 
当委員会 2019 年 10 月 9 日、関西電力からの委嘱により組成され

た第三者委員会を指す。 
本調査 当委員会による調査を指す。 
本件ヒアリング 当委員会が、関西電力グループの役職員及び元役職員並

びにその他社外の者に対して実施したヒアリングを総

称して指す。 
本件ヒアリング対象者 本件ヒアリングの対象者を指す。 
本件デジタル・フォレンジッ

ク調査 
関西電力の電子メールサーバー、共有フォルダ、電子機

器等内の電子データに対する調査を指す。 
本件書面調査 原子力事業本部、各原子力発電所、京都支社の幹部職員・

元幹部職員を中心に、行われた書面による調査を指す。 
本件書面調査対象者 本件書面調査の対象者を指す。 
本件ホットライン 関西電力の全役職員及び元役職員並びに同社の子会社 6

社の全役職員を対象に設置された 3種類のホットライン

を総称して指す。 
本件資料提供窓口 関西電力グループの役職員及び元役職員が、関西電力グ

ループが発注する工事又は業務について、森山氏に対し

て提供した資料・データ等を当委員会に提供するために
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用語・定義語 内容 
設置した、当委員会の窓口を指す。 

本件社内調査委員会 2018 年 6 月 22 日に設置が決定された、3 名の社外の弁

護士を含む関西電力の社内調査委員会を指す。 
本件社内調査 本件社内調査委員会による調査及びこれに先立って総

務室法務部門が事務局となって行った調査を総称して

指す。 
本件社内調査報告書 本件社内調査委員会が作成した 2018 年 9 月 11 日付報告

書を指す。 
本件金品受領問題 関西電力の役職員等が森山氏及び本件取引先等から金

品等を受領していた問題を指す。 
本件金品受領行為 関西電力の役職員等が森山氏及び本件取引先等から金

品等を受領していた行為を指す。 
本件事前発注約束 関西電力の役職員等が、森山氏の要求に応じる形で、森

山氏に対し、本件取引先等に発注する工事等の内容や年

度ごとの発注予定額を伝え、発注予定額に見合う工事等

を発注することを約束していたことを指す。 
本件事前情報提供 関西電力の役職員等が、森山氏に対し、将来施工予定又

は現在施工中の工事等に関する情報（案件名、内容、発

注・施工の時期、費用の概算額等）を提供していたこと

を指す。 
本件事前発注約束等 本件事前発注約束及び本件事前情報提供を総称して指

す。 
本件問題 本件金品受領問題及びその後判明した関連問題を含め

た問題全体を指す。 
3. 関西電力の組織、規程類に関する用語 
原子力事業本部 原子力企画部門、原子力安全部門、原子力発電部門、原

子力技術部門及び原子燃料部門の 5つの部門並びに地域

共生本部で構成された事業本部を指す。 
旧若狭支社（旧福井原子力事

務所） 
原子力の安全管理、原子力発電所の供給力の安定確保、

地域対策、広報活動の一元化を目的として、福井県に集

中する関西電力の原子力発電所を統括管理していた組

織体を指す。 
美浜発電所 福井県三方郡美浜町に所在する関西電力の原子力発電

所を指す。 
高浜発電所 福井県大飯郡高浜町に所在する関西電力の原子力発電

所を指す。 
大飯発電所 福井県大飯郡おおい町（原子力発電所設置当時は「大飯

町」）に所在する関西電力の原子力発電所を指す。 
京都支社（旧京都支店） 京都における対外対応拠点として、関西電力の事業への

理解獲得につながる地域対応の推進や地域統括機関等

の活動支援、非常災害時の統括を担っていた支社を指

す。なお、京都支店時は上記の他に送電線、変電所、配

電線の維持管理、設置及び改修工事等も担っていた。 
コンプライアンス委員会 
 

関西電力の社長、社長から任命された副社長、常務執行

役員、事業本部長、カンパニー長、本部長、副事業本部

長、副本部長、室長及び関西電力労働組合本部執行委員
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用語・定義語 内容 
長、並びに社長から委嘱を受けた社外委員から構成さ

れ、①グループ全体のコンプライアンスに関する総合的

方策の策定、②グループ全体のコンプライアンスに関す

る具体的方策の総合調整及び実施の促進、③その他コン

プライアンスに関する事項を業務として行う委員会を

指す。 
4. 電力事業一般に関する用語 
旧一般電気事業者 北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力株式

会社（2016 年 3 月 31 日以前の商号。現東京電力ホール

ディングス株式会社。）、中部電力株式会社、北陸電力株

式会社、関西電力、四国電力株式会社、中国電力株式会

社、九州電力株式会社及び沖縄電力株式会社の 10 社を

総称して指す。 
新電力 旧一般電気事業者以外の小売電気事業者を指す。 
2014 年改正前電気事業法 2014 年改正前の電気事業法を指す。 
原子炉等規制法 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

を指す。 
定期検査 原子炉等規制法に基づき、原子力発電所における主要な

設備について、前回の検査後 13 か月以内に運転を停止

し、定期的に検査し、その結果を記録することを指す。 
5. 発注に関する用語 
登録取引先 関西電力が、取引先として登録をした取引先を指す。 
競争発注 登録取引先の中から最適の 2 社以上を選定の上、競争見

積の方法によって発注することを指す。 
特命発注 特定の取引先を指名して発注することを指す。 
特命理由 特命発注に際して付す、当該発注先に発注する理由を指

す。 
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第 1 章 本調査及び調査結果の概要 
 
第 1 本調査の概要 
 
1 当委員会の設置の経緯及び目的 

 
関西電力株式会社（以下「関西電力」という。）は、関西電力の役職員が森山

榮治氏（以下「森山氏」という。）らから金品等を受領していた問題1について、

2018 年 2 月以降実施された国税庁金沢国税局（以下「金沢国税局」という。）に

よる税務調査を契機として社内調査を開始し、同年 6 月 22 日には、3 名の社外

の弁護士を含む社内調査委員会（以下「本件社内調査委員会」という。）の設置

を決定した。これを受け、本件社内調査委員会は調査2を行い、関西電力に対し

て、同年 9 月 11 日付報告書（以下「本件社内調査報告書」という。）を提出し

た。 
その後、2019 年 9 月 26 日、共同通信社が上記問題に関する報道を配信し、同

問題が公になったことを受け、関西電力は、同問題及び本件社内調査報告書を公

表するとともに、客観的かつ徹底的な調査を行うため、同年 10 月 2 日、中立・

公正な社外委員のみで構成される第三者委員会（以下「当委員会」という。）の

設置を決定した。 
その後、当委員会は、2019 年 10 月 9 日、関西電力から、以下の事項について

調査（以下「本調査」という。）の委嘱を受け、調査を実施した。本報告書は当

委員会が本調査の結果を報告するものである。 
 
① 森山氏関係調査 
② 類似事案調査 
③ 当時からこれまでの関西電力の対応 
④ 上記①～③についての背景・根本原因の究明並びに再発防止策の提言 

 
2 当委員会の構成 
 
当委員会は、以下の委員及び特別顧問から構成される。 

 
1 税務調査を契機として、その後、金品受領者がより広範にわたることが判明し、また、森

山氏に対する情報提供等の関連する問題も明らかになっている。本報告書では、こうした金

品受領問題を「本件金品受領問題」といい、その後判明した関連問題を含めた全体を「本件

問題」と総称する。 
2 本報告書では、本件社内調査委員会による調査及びこれに先立って総務室法務部門が事務

局となって行った調査を「本件社内調査」と総称する。 
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 氏名 経歴 

委員長 但 木 敬 一 T&T パートナーズ法律事務所・弁護士 
元検事総長 

委  員 奈 良 道 博 半蔵門総合法律事務所・弁護士 
元第一東京弁護士会 会長 

委  員 貝阿彌   誠 大手町法律事務所・弁護士 
元東京地方裁判所 所長 

特別顧問 久保井 一 匡 久保井総合法律事務所・弁護士 
元日本弁護士連合会 会長 

 
また、当委員会は、本調査を補助させるため、森・濱田松本法律事務所に所属

する下記の弁護士を委員補佐として選任した。 
 
北田幹直、横田真一朗、山内洋嗣、山田徹、臼井慶宜、田尻佳菜子、木山二郎 
北和尚、黒田大介、小林雄介、小田輝、加藤裕之、眞木純平、千原剛、村田昇洋

後潟伸吾、片野泰世、近藤武尊、中津卓、平岡優、山内裕雅、奥田敦貴、髙橋圭 
 
当委員会は、その設置に当たり、日本弁護士連合会が作成した「企業等不祥事

における第三者委員会ガイドライン」（2010 年 7 月 15 日付、同年 12 月 17 日改

訂）に準拠している。 
なお、当委員会は、森・濱田松本法律事務所に所属する上記弁護士以外の弁護

士による、関西電力及びそのグループ会社に対する法的助言の事実を確認した

が、事案の内容、報酬規模、助言提供の時期等の具体的事情に鑑みて、同事務所

の上記弁護士に関西電力との間の特別な利害関係は認められず、本調査を補助

させることに問題はないと判断した。 
 
また、当委員会は、関西電力の経営監査室に所属する経営監査室長以下数名の

担当者を当委員会の事務局とし、関係資料の収集やヒアリングの日程調整等の

本調査の補助に関する業務を行わせた。当委員会は、本調査の独立性を確保する

ため、当委員会と関西電力との間で締結された第三者委員会委託契約書におい

て、あらかじめ、関西電力に対し、当該事務局を当委員会の直属とした上で、関

西電力との間で厳格な情報隔壁を設けることを義務付けている。 
 

3 本調査の期間及び当委員会の開催日程 
 
当委員会は、2019 年 10 月 9 日から 2020 年 3 月 13 日までの間、本調査を実施
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した。 
また、当委員会は、以下の日程で委員会を計 14 回開催した。 
 

委員会 日付 開催地 
第 1 回 2019 年 10 月 13 日 東京都内 
第 2 回 2019 年 10 月 28 日 東京都内 
第 3 回 2019 年 11 月 14 日 大阪府内 
第 4 回 2019 年 11 月 26 日 東京都内 
第 5 回 2019 年 12 月 15 日 大阪府内 
第 6 回 2019 年 12 月 26 日 東京都内 
第 7 回 2020 年 1 月 9 日 大阪府内 
第 8 回 2020 年 1 月 23 日 東京都内 
第 9 回 2020 年 2 月 3 日 大阪府内 
第 10 回 2020 年 2 月 11 日 東京都内 
第 11 回 2020 年 2 月 25 日 大阪府内 
第 12 回 2020 年 3 月 5 日 東京都内 
第 13 回 2020 年 3 月 10 日 東京都内 
第 14 回 2020 年 3 月 13 日 大阪府内 

 
4 本調査の方法 
 
当委員会は、以下の方法により、本調査を実施した。 

 
(1) 関係者に対するヒアリング 
 
当委員会は、以下のとおり、①関西電力及びそのグループ会社（以下「関西電

力グループ」と総称する。）の役職員及び元役職員並びに②その他社外の者の合

計 214 名に対し延べ 248 回のヒアリングを実施した（以下、これらのヒアリン

グを「本件ヒアリング」と総称し、本件ヒアリングの対象者を「本件ヒアリング

対象者」という。）3。 
 
ア 関西電力グループの役職員及び元役職員に対するヒアリング 

 
当委員会は、本調査に必要な情報を認識している可能性のある関西電力グル

ープの役職員及び元役職員 197 名に対し延べ 230 回のヒアリングを実施した。 
 
イ その他社外の者に対するヒアリング 
 

 
3 ヒアリング対象者が匿名を希望したヒアリングも人数や回数には含まれている。 
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 当委員会は、高浜町関係者等、本調査に必要な情報を認識している可能性があ

る社外の者に対し、ヒアリングを実施した。 
また、当委員会は、本件社内調査報告書等の内容を基に、森山氏と一定の関係

を有し、かつ、本調査に必要な情報を認識している可能性のある企業の関係者に

対してヒアリングを実施した。 
具体的には、当委員会は、まず、関西電力が本件社内調査報告書等において森

山氏と一定の関係を有するとしていた、吉田開発株式会社（以下「吉田開発」と

いう。）、柳田産業株式会社（以下「柳田産業」という。）、株式会社オーイング（以

下「オーイング」という。）、株式会社塩浜工業（以下「塩浜工業」という。）及

び X1 社4の 5 社（以下、これらの 5 社を「本件取引先」と総称する。）の役職員

に対しヒアリングを実施した。 
しかし、その後の調査等により、本件取引先においてはそれぞれ森山氏と一定

の関係が認められたものの、その関係の深さはそれぞれ異なり、また、森山氏と

類似した関係を有する企業は上記 5 社に限られないことが判明した（後記第 3
章で詳述）。こうした観点から、上記 5 社のみを「森山氏関連企業」などと一括

りに表現することは適切でないと判断し、本報告書では「森山氏関連企業」等の

用語を用いず、関西電力が本件社内調査報告書等で森山氏と一定の関係を有す

るとしていた上記 5 社を「本件取引先」と総称し、本調査の結果、森山氏と一定

の関係を有すると認められたこれら以外の企業を含めて「本件取引先等」と総称

することとした。本調査では、本件取引先以外の本件取引先等の役職員に対する

ヒアリングも実施している。 
 
(2) 関連資料の分析 
 
当委員会は、本調査を行う上で必要な範囲で、関西電力グループの規程、議事

録、契約書等の資料の分析を行った5。 
 
(3) デジタル・フォレンジック調査 
 
当委員会は、PwC アドバイザリー合同会社（以下「PwC アドバイザリー」と

いう。）に依頼し、本調査に必要な情報が保存されている可能性があるメールサ

 
4 本件取引先のうち、X1 社については、後記第 4 章第 3、2(1)ア(オ)のとおり、発注取引に

関するコンプライアンス上の問題を他の本件取引先と同列に評価すべきではなく、相対的

に森山氏との関係性が希薄であると認められ、他の本件取引先と同列に論じることは必ず

しも適切ではないと考えられるため、匿名化処理をしている。 
5 なお、当委員会は、本件ヒアリング対象者等から提供を受けた資料も必要と認める範囲で

参照した。 
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ーバーに含まれるデータを保全させ、結果として、80 名分の電子メールをレビ

ュー対象として抽出した。 
また、上記に加え、45 名分の個人フォルダ、28 個の共有フォルダ、関西電力

が貸与している 38 台のパソコン、7 台のスマートフォンに係るデータについて

も保全の上、パソコンについて復元可能な削除データの復元作業を行わせ、これ

らの中に含まれている電子データもレビュー対象として抽出している。 
結果として、これらのデータは、効率性を高めるためキーワード検索等により

約 40 万件に絞り込んだ上で、一次的なレビューは PwC アドバイザリーが、二

次的なレビューは当委員会が行う体制で調査（以下「本件デジタル・フォレンジ

ック調査」という。）を行った。 
 

(4) 書面調査  
 
ア 本件書面調査の実施方法 

 
当委員会は、森山氏と接触があった可能性が高いと認められた、原子力事業本

部、各原子力発電所、京都支社の幹部職員・元幹部職員を中心に、605 名の関西

電力グループの役職員及び元役職員（以下「本件書面調査対象者」という。）を

対象とする書面調査（以下「本件書面調査」という。）を行った。 
 

イ 本件書面調査の実施期間及び回収方法 
 
当委員会は、本件書面調査対象者に対して、「書面調査の実施について」と題

する文書を発出し、電子システム上での入力又は質問事項用紙を郵送する方法

により回答するよう要請し、回答が困難と認められる例外的な事情があった者

を除く全ての者から回答を得た。 
 
ウ 本件書面調査の質問項目及び回答結果 

 
本件書面調査の質問項目の内容及び各項目に係る回答方法の詳細は別紙 1-1-

4-4 のとおりであるが、主に、森山氏又は森山氏と関連を有するとみられる企業

から金品等（一般的な歳暮・中元を含む。）を受領したか否か及びこれら以外の

企業等から金品等（一般的な歳暮・中元を含む。）を受領したか否か並びにこれ

らの具体的内容について回答を求めた。 
回答者の合計数は 604 名である。 
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(5) ホットライン調査 
 
ア ホットラインの設置方法 

 
当委員会は、本調査に必要な情報を幅広い関係者から収集するために、以下の

者を対象に、下記の対象情報を当委員会に提供するための 3 種類のホットライ

ン（以下「本件ホットライン」と総称する。）を設置した。詳細は別紙 1-1-4-5 の
とおりである。 

 
① 関西電力の全役職員：約 2 万 1000 名 
② 関西電力の元役職員：約 8000 名6 
③ 関西電力の以下の子会社 6 社（以下「関電子会社 6 社」と総称する。）7の

全役職員：約 7000 名 
・関電プラント株式会社（以下「関電プラント」という。） 
・関電不動産開発株式会社（以下「関電不動産開発」という。） 
・株式会社関電パワーテック（以下「関電パワーテック」という。） 
・株式会社環境総合テクノス（以下「環境総合テクノス」という。） 
・関電サービス株式会社 
・株式会社かんでんエンジニアリング 

 
【対象情報】 
森山氏又は森山氏と関連を有するとみられる企業から金品（一般的な歳暮や

中元を含む。）を受領したか否か及びこれら以外の企業等から金品を受領した

か否か並びにこれらの具体的内容等 
 
イ 本件ホットラインの設置期間 
 
 本件ホットラインの設置期間は、それぞれ以下のとおりである。ただし、設置

期間満了後の利用も受け付け、調査の対象とした。 
 
① 関西電力の全役職員：2019 年 10 月 29 日から同年 11 月 13 日まで 
② 関西電力の元役職員：同年 11 月 25 日から同年 12 月 13 日まで 
③ 関電子会社 6 社の全役職員：同年 11 月 15 日から同年 12 月 10 日まで 

 
6 関西電力の OB 会の登録会員総数を記載している。 
7 本件取引先に対する発注実績が確認された関西電力の子会社 18 社のうち、本件取引先に

対する発注件数及び発注金額が相対的に多いと判断した 6 社を選定した。 
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ウ 本件ホットラインの受付状況 
 
本件ホットラインについて、それぞれ以下の件数の利用があった。 
 
① 関西電力の全役職員：126 件 
② 関西電力の元役職員：10 件 
③ 関電子会社 6 社の全役職員：4 件 

 
(6) 資料提供窓口 
 
ア 資料提供窓口の設置方法 
 
当委員会は、関西電力グループの役職員及び元役職員が、関西電力グループが

発注する工事又は業務について、森山氏に対して提供した資料・データ等に関し

て、幅広い関係者から情報を収集するために、以下の者を対象に、下記の対象資

料・データを当委員会に提供するための資料提供窓口（以下「本件資料提供窓口」

という。）を設置した。 
 
① 関西電力の全役職員：約 2 万 1000 名 
② 関電子会社 6 社の全役職員：約 7000 名 

 
【対象資料・データ】 
関西電力グループ発注に係る工事又は業務について、関西電力グループの役

職員が森山氏に対して提供した資料・データ等 
 
イ 本件資料提供窓口の設置期間 
 
 本件資料提供窓口の設置期間は、2019 年 12 月 17 日8から同月 26 日までの間

とした。ただし、期間満了後に提出された資料も受領し、調査の対象とした。 
 
ウ 本件資料提供窓口の受付状況 
 
本件資料提供窓口について、5 件の利用があった。 

 
 

8 関電不動産開発については、2019 年 12 月 18 日から設置した。 
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(7) 現地視察 
 
当委員会は、委員・特別顧問 4 名全員及び一部の委員補佐において、2019 年

11 月 3 日及び同月 4 日、高浜発電所が所在する高浜町に赴き、原子力発電所内

部の工事の状況、本件取引先が実際に行った工事の内容、高浜町の文化施設等の

視察を行った。また、当委員会は、美浜町に所在する原子力事業本部を訪問する

など必要な現地視察を行った。 
 
(8) 専門的知見の補完 

 
当委員会は、電気事業に関する政策・規制その他行政一般に関する専門的知見

を補完するために資源エネルギー庁及び電力・ガス取引監視等委員会事務局か

ら、税務行政一般に関する専門的知見を補完するために国税庁から、それぞれヒ

アリングを実施した。 
 
(9) 本調査の実効性を高めるための措置 
 
ア 本件ヒアリングにおける措置 
 
本件ヒアリングでは、事実に即した回答を得て調査の実効性を高めるために、

本件ヒアリングで自らが知っている事実を漏れなく述べ又は事実に反すること

を述べないなど、本件調査に対して誠実に協力することを内容とする書面につ

いて、本件ヒアリング対象者から署名を得るなどの措置を講じた。また、本件ヒ

アリング対象者に対し、調査の結果判明した未公表の事実を示して質問を行う

必要がある場合があり、その事実が第三者に漏れることにより証拠隠滅等が図

られることを防止するために、本件ヒアリングの内容を口外しないことを誓約

させるなど必要に応じた措置を講じた。 
 
イ 本件書面調査における措置 
 
本件書面調査では、調査の独立性を高めるために、回答を記入した質問事項用

紙を当委員会の事務局弁護士事務所宛てに直接郵送する回答方法及び電子シス

テムを利用した Web サイト経由での回答方法を採用した。 
また、事実に即した回答を得て本件書面調査の実効性を高めるために、大要、

以下の(i)～(iii)の注意事項を質問事項用紙に記載した。 
(i)本件書面調査に対して誠実に回答することが職務上の義務であり、合理的
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な理由のない回答拒否、あるいは、事実に反する回答、又は不正・不当な行為あ

るいはそのおそれがある行為について事実を隠したことなどが発覚した場合、

懲戒処分等の不利益を受ける可能性がある。 
(ii) 本件書面調査での回答に基づき、氏名を特定して公表することはない。 
(iii) 回答内容は当委員会において管理することによって適正な取扱いを確保

することとし、提供された回答内容等につき、原則として、本調査の目的以外に

は使用しない。 
 
ウ 本件ホットラインにおける措置 
 
本件ホットラインの利用方法としては、広く情報を募るために、電子メール、

電話、郵送という複数の手段を用意し、また、匿名での本件ホットラインの利用

も許容した。 
さらに、本件ホットラインの利用を促進するために、本件ホットラインを利用

したことや、その後の当委員会による調査に協力したことを理由として、関西電

力グループが、利用者に対し、いかなる不利益な取扱いも行わないことを約束し

ている旨を明示した。 
加えて、本件ホットラインに対しては、利用を促進する観点から、関西電力の

全役職員及び関電子会社 6 社の全役職員に対しては、本件ホットラインに係る

通達を個別にメールで発信した。関西電力の元役職員に対しては、関西電力が元

役職員の個別の連絡先を有していなかったため、本件ホットラインに係る通達

が、関西電力の元役職員向けのポータルサイトの冒頭に表示されるようにした。

そして、当該ポータルサイトに本件ホットラインに係る通達が掲載されている

事実について、2019 年 11 月 26 日の第三者委員会開催直後の報道各社向けメー

ル及び同年 12 月 15 日の第三者委員会による記者会見における当委員会委員長

による発言の中でも触れることで広く周知を図った。加えて、各地の関西電力の

元役職員が組織する OB 会事務局（原子力関連の業務に従事していた関西電力

の元役職員が組織する OB 会事務局を含む。）の可能な限りでの協力を得て、情

報の周知に努めた。 
 
エ 本件資料提供窓口における措置 
 
本件資料提供窓口の利用方法としては、電子メール、郵送という複数の手段を

用意した。また、広く情報を募るために、匿名での利用も許容した。 
 さらに、本件資料提供窓口の利用を促進するために、関西電力グループが、資

料提供窓口に対象資料・データ等を提供したこと（そのために必要な範囲での会
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社資料・データへのアクセス及び利用を含む。）や、その後の当委員会による調

査に協力したことを理由として、利用者に対し、いかなる不利益な取扱いも行わ

ないことを約束している旨を明示した。 
加えて、本件資料提供窓口に対しては、利用を促進する観点から、関西電力の

全役職員及び関電子会社 6 社の全役職員に対しては、本件資料提供窓口に係る

通達を個別にメールで発信した。 
 
5 本報告書の前提条件・限界 

 
本調査においては、調査の目的を果たすため、合理的な方法を用いることがで

きたものと判断しているが、以下の限界・制約等が存した。 
第一に、当委員会は、本件問題の背景・根本原因を究明するため、可能な限り

過去に遡った調査を行った。しかし、既に関係者が他界していたり、高齢のため

ヒアリング等に応じることが困難であるといったケースがあった。とりわけ、森

山氏、1970 年代から 1980 年代に関西電力の幹部の地位にあった者、本件取引先

等の幹部を含む社外の関係者等、過去における本件問題の背景事情を直接体験

し、当時の事実関係をよく知る者のうち少なくない者が既に他界していた。 
第二に、本調査は、捜査機関による強制捜査とは異なり、関係者の任意の協力

に基づくものであるところ、本調査実施時点において関西電力グループに在籍

していた者からヒアリングや資料提供を拒否されることはなかったが、同時点

で関西電力グループに在籍する者以外の一部の社外関係者の中には当委員会の

ヒアリングを拒否する者もいた。 
第三に、本調査における各認定事実は、関西電力グループから開示を受けた資

料及び関係者のヒアリング等を前提としているところ、その性質上、以下に掲げ

る前提に服する。 
(1) 関西電力グループ及び本件ヒアリング対象者等が、当委員会に開示・提

出した書類は全て真正な原本又はそれと同一性を有する写しであること。 
(2) 関西電力グループ及び本件ヒアリング対象者等が、当委員会に開示・提

出した情報・データは全て真正かつ正確なものであり、改変等されてい

ないこと。 
(3) 当委員会が、文書・データの一部のみの開示を受けたものである場合に

おいて、このような一部の文書・データは、当該文書・データ全体の内

容を適切に反映しており、当該文書・データ全体についての誤解を生じ

させるものではないこと。 
(4) 関西電力グループ及び本件ヒアリング対象者等が、本報告書において明

示的に記載された事項を除き、当委員会の検討対象となった事項につい



 

20 
 

て重大な影響を及ぼす情報の開示を留保したことはないこと。 
第四に、当委員会の調査は、前記 1 記載の本調査の目的及び前記 4 記載の本

調査の方法で行われたものであり、以下の限界に服することにも留意されたい。 
(1) 本調査の結果は専ら前記 4 に記載されている調査方法に依拠するもので

あり、当委員会がこれら以外の情報により検証を行ったものではないこ

と。 
(2) 本件書面調査のデータ入力業務、集計業務及びデータ集計後のレポート

作成業務については、前記 4 に記載する方法によっており、業務委託先

による作業結果に依拠していること。 
(3) 本件デジタル・フォレンジック調査において、同調査の対象としたデー

タの保全業務、削除されたデータの復元等のデータ処理及び一次レビュ

ー等については、前記 4 に記載する方法によっており、業務委託先によ

る作業結果に依拠していること。 
(4) 本報告書における事実の認定及び法令解釈について、司法機関又は行政

機関が当委員会と同様の見解を採用することを保証するものではないこ

と。 
なお、本報告書は、前記 1 記載の目的のため作成されたものであり、それ以外

の目的のため使用されること、及び、第三者により利用又は依拠されることを予

定しておらず、当委員会は関西電力以外の第三者に対し何らの責任を負うもの

ではない。 
また、本調査は、前記 1 の調査の目的の範囲内で行われたものであり、当該目

的の範囲に含まれない関西電力グループが抱える問題点を網羅的に調査して評

価分析するものではない。 
本報告書は、当委員会が本報告書の目的・意義、プライバシー等への配慮及び

機密保持の要請並びにこれらについて関西電力から聴取した意見等を総合考慮

の上、関西電力に提出した調査報告書に一定の加除修正を行ったものである。 
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第 2 本調査結果の概要 
 
1 はじめに 
 
 当委員会は、2019 年 10 月 9 日に関西電力から本調査の委嘱を受けて以来、本

件問題の真相を究明するべく、関西電力グループの役職員及び元役職員並びに

その他社外の者合計 214 名に対し延べ 248 回のヒアリングを実施し、関西電力

及び一部の子会社の役職員 600 名以上を対象にした書面調査、電子メール等に

関するデジタル・フォレンジック調査、ホットライン調査、関係資料の精査等を

行ってきた。 
本調査により判明した事実及びその分析結果は第 2 章から第 8 章で詳述する

とおりであるが、その概要は以下のとおりである。 
 
2 関西電力等の役職員による森山氏からの多額の金品受領及び森山氏からの

要求に沿った本件事前発注約束等 
 
 関西電力が実施した本件社内調査で判明した 23 名の金品受領者以外に、本調

査によって、更に 52 名9の関西電力、関電プラント及び関電不動産開発（以下、

関西電力に関電プラント及び関電不動産開発の 2 つの子会社を合わせた 3 社を

「関西電力等」という。）の役職員（関西電力 41 名、関電プラント 7 名、関電不

動産開発 7 名）が森山氏又は同氏と関係が深いとみられる企業から金品を受領

していたことが判明した。これにより、本件社内調査及び本調査で判明した金品

受領者の総数は 75 名（関西電力 64 名、関電プラント 7 名、関電不動産開発 7
名）となり、その総額は約 3 億 6000 万円相当10に上った。 
 本調査により判明した金品受領の内容としては、本件社内調査で判明した一

人当たり 1 億円相当を超えるような金品受領事例こそ認められなかったものの、

100 万円相当を超える金品を受領したと認められる者が 5 名以上存在し、かつ、

その受領時期も、森山氏が高浜町助役を退任した 1987 年の直後、1990 年代、

2000 年代、2010 年代と万遍なく認められた。具体的には、関西電力等の役職員

による森山氏及び本件取引先等からの金品の受領は、森山氏が 1987 年に高浜町

助役を退任した直後から始まり、その受領者は、若狭地域に所在する原子力部門

の重要な役職員を中心としつつ、工事発注に関係のある部署の役職員及び子会

 
9 関電プラント及び関電不動産開発の受領者のうち、関西電力在籍時に受領していたことが

本件社内調査において判明していた者が各 1 名含まれている。また、関西電力在籍時と関電

プラント在籍時を通じて受領していた者が 1 名含まれている。そのため、合計としては、55
名ではなく、これらの重複を考慮した 52 名としている。 
10 後記第 4章第 1に記載する計算方法による数値であり、百万円以下を四捨五入している。 
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社の役職員等多岐にわたっていた。2005 年に原子力事業本部が美浜町に設立さ

れて以降は、従来は大阪の本店に勤務し森山氏と疎遠だった役職員の多くが、森

山氏から金品を受領するようになった。特に、東日本大震災以降、原子力発電所

の運転が順次停止され、その後における新規制基準対応等から、原子力発電所に

おける工事発注が増加することが見込まれたのと時期を同じくして、金品を受

領した役職員の数や受領する金品の額も大きく増加していった。このように、関

西電力等の役職員による、森山氏又は同氏と関係が深いとみられる企業からの

金品受領は、本件社内調査で認識されていたよりも時間的にも人的にも広範囲

に及んでいたことが明らかとなった。 
 加えて、本件社内調査においては、関西電力の役職員が森山氏に不適切な情報

提供を行っていたことが認定されていたが、本調査では、とりわけ本件デジタ

ル・フォレンジック調査を通じて、森山氏が、関西電力の役職員等に対して本件

取引先等の特定の企業への発注等を強引に要求し、これに関西電力の役職員等

が応じた事例が多数存在することが判明した。すなわち、関西電力の役職員等は、

森山氏に対して上記の情報提供を行うのみならず、森山氏の要求に応じる形で、

事前に本件取引先等に発注する個別の工事等の内容や年度ごとの発注予定額を

伝え、個別の工事等や発注予定額に見合う工事等を発注することを約束し、その

中には実際に当該約束に沿って発注を行っていたケースも確認された（第 4 章

第 2 で定義する「本件事前発注約束等」を指す。）。本件デジタル・フォレンジッ

ク調査の対象となった電子データの保管状況等の関係で、同調査を根拠とする

本件事前発注約束等が認められたのは 2010 年代が中心ではあるが、本件ヒアリ

ング等によれば、それ以前から、関西電力の役職員等は森山氏に対して事前発注

約束等の特別な配慮をしてきたことが認められた。 
 
3 森山氏による金品提供の意図・目的 
 
 そもそも、関西電力（以下、第 1 章第 2、3～7 では、関西電力の一部の子会社

を含んで単に「関西電力」ということがある。）と取引先の当事者間で本来直接

行われるべき対等なはずの取引に、当然のごとく森山氏が介在して両当事者に

影響力を持つという構造自体が異常であり、様々な問題を惹起する有害な状況

であったといえるが、こうした森山氏の関西電力の役職員に対する強引な発注

要求は、時に恫喝とも評価し得る態様で行われた。 
既に本調査開始時点で森山氏が他界していたため、本人に金品提供の真意を

確認することは叶わなかった。しかし、森山氏による関西電力の役職員に対する

金品提供は、およそ社会的儀礼の範囲内とはいえないほど多額である。森山氏が、

何ら見返りを期待することなく、本件社内調査報告書で認定されたように、自己
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顕示欲を満足させるための「権威の誇示」や「礼儀の実践」等を目的として、本

件のように社会的儀礼の範囲をはるかに超える多額の金品を提供するなどとい

うことは、容易には想定し難い。  
実際にも、森山氏は、関西電力の役職員に対し、自分が関係する企業（本件取

引先等）に工事等の仕事を発注することや、工事に関する情報を提供することな

どを要求し、これに応じさせてきたと認められるし、そのことによって本件取引

先等から報酬、手数料、謝礼等としてそれ相応の経済的利益を得てきたことがう

かがわれる。このように、森山氏が社会的儀礼の範囲をはるかに超える多額の金

品を提供したのは、その見返りとして、関西電力の役職員に、自らの要求に応じ

て自分の関係する企業へ工事等の発注を行わせ、そのことによってそれらの企

業から経済的利益を得る、という構造、仕組みを維持することが主たる目的であ

ったとみるのが自然かつ合理的である。 
 そして、森山氏による金品提供については、森山氏による個別の発注要求との

関連が強く疑われるものも存在する一方、個々の金品提供の大半は、個別の発注

要求や発注との関連性が明らかとはならないタイミングでなされている。この

点、森山氏は、上場企業である関西電力の役職員が個別的な買収工作に簡単に応

ずるとは思えないがゆえに、個別の発注要求や発注との対価関係が分かるよう

な態様で金品を提供するのではなく、ひとたび自分が工事等の発注を要求すれ

ばこれに関西電力の役職員が応じざるを得ないような仕組みを維持するために、

換言すると、そのような意味において関西電力の役職員を自己の支配下に置く

ために、関西電力の役職員に対し長期間かつ多数回にわたり多額の金品を提供

し続けてきたものと認めるのが相当である。 
 森山氏から金品を受領した役職員の中には、それを不適切なことと認識し、受

領した金品の取扱いに苦慮し、森山氏への返還を試みたり、それが叶わない場合

には、金品を費消せずに保管し、折をみて同等以上の返礼品を森山氏に贈答する

など、自らがその金品から利得することがないように腐心していた者が少なく

ない。むしろ、森山氏が、金品を返還しようとした役職員を罵倒・叱責して返却

を阻止したり、仮に返却を受けた場合であっても、事後に当該役職員に対して返

却された金品の価値以上の金品を更に提供したりする例もあったことなどに鑑

みると、森山氏は、本心としては金品を受け取りたくないという関西電力の役職

員の心情を十分認識した上で、少なくとも一旦は多額の金品を受け取らせるこ

とで、関西電力の役職員に対する足枷とする狙いもあったものと考えられる。す

なわち、森山氏による金品提供は、関西電力の役職員に対し、取引先の関係者か

ら社会的儀礼の範囲をはるかに超える金品を受領してしまったというやまし

さ・罪悪感を抱かせるものであり、関西電力の役職員が森山氏と関西電力との不

正常な関係を露見させれば、役職員自らの悪事も露見してしまうという、いわば
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共犯関係に持ち込むことを意図したものであったと考えられる。 
当委員会は、森山氏が既に他界しその真意を本人に確認することはできなか

ったものの、以上のように、森山氏による金品提供の意図・目的について、その

見返りとして、関西電力の役職員に、自分の要求に応じて本件取引先等への工事

等の発注をさせ、そのことによって本件取引先等から経済的利益を得るという

構造、仕組みを維持することが主たる目的であったと分析した。 
 
4 森山氏と関西電力との関係の形成プロセス 
 
それでは、森山氏が関西電力の役職員に対して強引な発注要求を行い、また、

金品の提供を行うという上記のような構造はどのようにして形成されたのか。

本調査の結果明らかとなった事実関係を総合すれば、第 5 章で詳述するとおり、

森山氏は、1969 年に高浜町に就職して以来、関西電力の高浜発電所 3 号機及び

4 号機の立地に際して、町長の浜田倫三氏（以下「浜田氏」という。）とともに

原子力発電所の積極的な誘致・運営を推進し、これらの発電所の立地及び稼働に

多大な貢献を行ってきた。また、森山氏は、高浜町に在籍している間、統括課長

兼建設課長、企画課長、収入役、助役等、関西電力やその原子力発電所運営と関

係が深い地位を歴任することにより、関西電力に顔が利く人物として認識され、

地元企業を中心に関西電力から発注を受ける企業に対する影響力を強めていっ

た。また、高浜町に在職中に原子力発電所の設置及び運営に関して、本来的には

関西電力が解決すべき種々の問題の解決に尽力してきたこと等を通じて、関西

電力の幹部に対する影響力を強め、その経営陣に対しても顔が利く状況を作り

上げるとともに、「関西電力の弱みを握る人物」と認識されるようにもなった。

そして、関西電力では、森山氏の高浜町退職後も、若狭地域に所在する原子力部

門の幹部を中心に森山氏との付き合いを継続し、対応する関西電力の役職員は、

森山氏について、高浜発電所 3 号機及び 4 号機の設置に尽力した人物、関西電

力の弱みを握る人物、関係する企業に対する発注を強引に要求し時に恫喝・叱責

する人物、福井県の幹部とともに原子力発電所業務の役職員に対する人権研修

を行い関西電力の幹部を怒鳴りつける人物として、非常に丁重に取り扱わなけ

ればならないとの認識を植え付けられるに至った。 
以上のようなプロセスをたどり、森山氏の関西電力及びその取引先に対する

影響力は、高浜町退職後も維持・強化され、森山氏が、関西電力の役職員に対し、

時として怒鳴りつけて恫喝し、強引な発注要求に応じさせ、金品を提供して返却

を許さず、その裏側で関西電力の取引先から報酬、謝礼、手数料、付け届け等の

名目で経済的利益を得るという歪な構造が形成されたことが推認される。 
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5 関西電力の役職員が森山氏との不適切、不正常な関係を断絶できなかった原 

因 
 
 ではなぜ、関西電力は森山氏との関係を断ち切ることができなかったのか。 
 本調査の過程で収集した資料からは、関西電力が森山氏との関係を維持しな

ければならなかった決定的な理由は明らかではなく、また、本件ヒアリングにお

いても、関西電力が森山氏との関係を維持しなければならなかった決定的な理

由を明確に述べた者はいなかった。しかし、本調査の結果明らかとなった事実関

係を総合すれば、第 5 章で詳述するとおり、関西電力の役職員が一様に森山氏

との関係を断ち切ることができなかった原因は、仮に森山氏との関係を断ち切

った場合、①関西電力にとって不都合であり世間に公表されたくない高浜発電

所立地時代の話を森山氏に暴露されるのではないか、②関西電力の役職員が森

山氏から金品を受領してきたことが露見することで関西電力が社会的批判に晒

されるのではないか、③森山氏が県や町、地元を巻き込んだ妨害行動に出るので

はないか、④これらの結果、原子力発電所の運営や再稼働に支障が生じるのでは

ないか、また、⑤自らの前任者らが苦心して森山氏の対応に当たってきた努力が

全て水泡に帰すのではないか、⑥上司や先輩から森山氏とは事を荒立てないよ

うにと指示・示唆され、そのことが事実上の業務命令となっている状況下で、こ

れに従わないと社内における自らの地位が危うくなるのではないか、あるいは、

出世の道を閉ざされるのではないか、さらには、⑦自身及び家族が危害を加えら

れるのではないかなど、各人各様の懸念に根差した不安感・恐怖感にあったので

はないかと考えられる。 
他方で、森山氏との関係を継続することが関西電力の利益に叶うといった歪

んだ愛社精神や、問題のある発注行為について「地元重視」という目的に合致し

関西電力に財産的な被害は生じていない、受領金品についてはいずれ返せばよ

く自らに利得は生じていないという考えが免罪符となって、上記の不安感・恐怖

感と対峙して森山氏との関係断絶を図る決断力を発揮できない構造となってい

た。 
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いずれにせよ、関西電力の役職員が森山氏から多額の金品の提供を受けると

ともに、森山氏が指定する企業への強引な発注要求に応じるという異常な関係

が 30 年以上もの長期間にわたって継続してきたことは、明らかなコンプライア

ンス違反であり、かつ、ガバナンスという観点からも極めて重大かつ深刻な事態

であるといわざるを得ない。 
 
6 本件問題発覚後の関西電力の対応 
 
関西電力は、2018 年 2 月 20 日以降、金沢国税局による税務調査対応のための

調査を開始し、同年 6 月 22 日には本件社内調査委員会の設置を決定し、同委員

会は、同年 9 月 11 日付で本件社内調査報告書を提出した。しかし、本件社内調

査委員会による調査は、原子力事業本部が主体となった部分も存し、また、森山

氏から金品を受領していた者を主な対象として行い、調査対象期間も過去 7 年

間に限定するなど、その調査の範囲は不十分なものであった。また、本件社内調

査報告書提出までの間、本件問題について取締役会や監査役への共有又は報告

は行われなかった。さらに、本件社内調査報告書が提出された後ですら、会長11

の八木誠氏（以下「八木氏」という。）及び社長の岩根茂樹氏（以下「岩根氏」

という。）は、相談役の森詳介氏（以下「森氏」という。）と協議の上、本件問題

を対外的に公表することはしないと決定するとともに、情報漏洩等を懸念し、取

 
11 役職員の肩書については当時のものを記載している。 
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工事代金等の支払い

関西電力等からの受注確保による安定収益

報酬・謝礼・手数料・付け届け等

以下のような恐れが混在した各人各様の不安感・恐怖感

◼ 原子力発電所の運営や再稼働への支障

高浜発電所立地時代の話の森山氏による暴露

森山氏からの金品受領が露見することによる社会的批判

森山氏による県や町、地元を巻き込んだ妨害活動

◼ 前任者らが森山氏対応に費やした努力が水泡に帰すこと

◼ 事実上の業務命令に逆らうことによる社内における自らの地
位や出世への影響

◼ 自身や家族に対する危害

森山氏との関係を断絶できなかった原因

関西電力等

森山氏
関西電力等の
取引先
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締役会への報告や社外取締役を含む個々の取締役への個別報告すら行わないこ

とを決定した。 
他方で、本件社内調査報告書の内容は 2018 年 10 月の段階でようやく監査役

に報告されたが、監査役らも、各人ごとに認識や問題意識の濃淡こそあれ、本件

問題は監査役が独自に取締役会に報告する義務まではない事案と判断し、実際

にも、監査役から取締役会への報告がなされることはなかった。 
上記の次第で、本件問題は、取締役会又は社外取締役を含む個々の取締役に報

告されることのないまま、2019 年 9 月の報道によって初めて公になった。 
本件問題の重要性や関西電力の取締役会規則の内容等に鑑みれば、これら一

連の事後対応には、ガバナンス上重大かつ深刻な問題が存在する。まず、本件問

題ほどの重要な問題について、情報漏洩につながるおそれがあるなどといった

説得力に欠ける理由により、ごく一部の経営陣の判断で取締役会への報告を行

わないとの方針が決定されたことは、明らかに誤った判断というほかない。また、

取締役会への報告が行われなかった結果、社外取締役による指摘や牽制が発揮

される機会が失われた点も看過できない。さらに、監査役が、会社法によって違

法な事実のみならず「著しく不当」な事実も取締役会へ報告することが求められ

る中で、本件問題について取締役会へ報告しなかったことは、客観的状況に鑑み

れば正当ではなかった。そもそも、本件のように重大な問題について、八木氏及

び岩根氏が、森氏と協議の上、その公表をしないとの方針を早々に決定したこと

も、極めて不適切であった。 
このような事態を招来した八木氏、岩根氏及び森氏の責任は特に重い。 
 

7 原因及び再発防止策 
 
 以上が本調査結果及びその分析の概要である。 
前記 5 で記載した不安感・恐怖感を関西電力の役職員が抱いていたにせよ、

自分の関係する企業への発注を要求し、時に恫喝をも行う森山氏という人物か

ら多額の金品を受領し、そうした関係を継続することは、客観的に見れば明らか

に不適切であって、およそ正常ではない。そして、それにもかかわらず、30 年

以上もの長期間にわたり、誰一人として森山氏と関西電力との間のこの異常な

関係に対して声を上げる勇気を持てなかったことは、全くもって理解し難い。 
関西電力においては、電力の安定供給の観点からも経営の観点からも、原子力

発電所の安定的な運営・稼働を重視する考えが強く、また、上記で述べた前任者

らからの伝承や自らの保身のこともあって、これらの関西電力「内」の事情がユ

ーザーや株主を含めた関西電力「外」の関係者の期待や目線より優先されてきた

ことは否めず、関西電力には、自社の業務運営を滞りなく行うことが至上命題で
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あるととらえる企業風土があるように見受けられる。そして、かくも長期間にわ

たって、多くの幹部が森山氏との関係に問題意識を持ち得る状況にありながら

その関係を断絶できなかったことは、関西電力において、内向きの企業体質の下

で経営陣が問題を先送りし、本件のような不適切、不正常な問題に組織的に対峙

するというごく基本的なガバナンスが機能しなかったことによるものと結論付

けざるを得ない。 
本件問題及び本件問題発覚後の問題点に関する原因分析結果は、第 7 章で詳

述するが、その骨子は以下のとおりである。 
 本件問題に関わった関西電力の役職員において、業績や事業活動をコンプ

ライアンスに優先させるべきではないという意識を欠いたこと 
 経営陣が、本件問題と正面から向き合い、是正する決断力を欠いたこと 
 透明性を欠く誤った「地元重視」が問題行為を正当化していたこと 
 原子力事業本部が閉鎖的で、同部に対するガバナンスが不足していたこと 
 本件問題発覚後の事後対応においても露見した身内に甘い脆弱なガバナ

ンス意識 
そして、当委員会は、これら全てに通底する根本的な原因として、関西電力に

はびこる内向きの企業体質（ユーザー目線の欠落と透明性の軽視）があると結論

付けた。 
また、当委員会としては、これらの原因分析を踏まえ、以下の内容を再発防止

策として提言するものである。 
 ユーザー目線でのコンプライアンス意識の醸成 
 内向きの企業体質の是正（取締役会長に社外の者を） 
 地元を重視する施策についての透明性の向上 
 取引先関係者からの金品受領に関する明確なルール設定 
 悪しき情報が早く伝わり、現場に直接メスが入るためのガバナンス体制の

再構築 
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第 2 章 電気事業等の概要について 
 
本章においては、以下、我が国における電気事業の概要（第 1）、我が国及び

関西電力における原子力事業（第 2）及び関西電力の成り立ち（第 3）について、

詳述する。 
 
第 1 電気事業について 
 
1 電気事業の概要 
 
(1) 電気事業の種類 
 
現行の電気事業法における電気事業の種類は、以下のとおりである。 

 
電気事業の種類 許認可 概要 

発電事業 届出制 
自らが維持し、及び運用する発電用の電気工作物を用い

て小売電気事業、一般送配電事業又は特定送配電事業の

用に供するための電気を発電する事業 

一般送配電事業 許可制 
自らが維持し、及び運用する送電用及び配電用の電気工

作物によりその供給区域において託送供給及び電力量

調整供給を行う事業 
小売電気事業 登録制 小売供給（一般の需要に応じ電気の供給）を行う事業 

送電事業 許可制 自らが維持し、及び運用する送電用の電気工作物により

一般送配電事業者に振替供給を行う事業 

特定送配電事業 届出制 

自らが維持し、及び運用する送電用及び配電用の電気工

作物により特定の供給地点において小売供給又は小売

電気事業若しくは一般送配電事業の用に供するための

電気に係る託送供給を行う事業 
 
北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力株式会社（2016 年 3 月 31

日以前の名称であり、現在の東京電力ホールディングス株式会社を指す。）、中部

電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力、中国電力株式会社、四国電力株式

会社、九州電力株式会社及び沖縄電力株式会社の 10 社12（以下「旧一般電気事

業者」と総称する。）は、自ら又はその子会社において、上記事業のうち、発電

事業、一般送配電事業及び小売電気事業を営んでおり、それぞれの事業において、

必要となる許認可を取得している。 
なお、電気事業を所管する監督官庁は経済産業省である。 

 
12 2014 年改正前電気事業法における一般電気事業者はこれら 10 社のみであり、一般に「旧

一般電気事業者」と呼ばれる。 
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(2) 電気事業における制度改革 
 
電気事業法は 1964 年に制定された法律で、電気事業の運営を適正かつ合理的

ならしめることによって、電気の使用者の利益を保護し、及び電気事業の健全な

発達を図るとともに、電気工作物の工事、維持及び運用を規制することによって、

公共の安全を確保し、及び環境の保全を図ることを目的とする（同法第 1 条）。

電気事業法の制定当時は、規模の経済性を前提に、旧一般電気事業者に対して、

発送電一貫の独占的供給を認めることが国民経済に資するとの考えに基づいて

おり、独占的供給による弊害については、事業規制により排除することが想定さ

れていた。 
すなわち、当時の電気事業法は、旧一般電気事業者に対し、それぞれの供給区

域ごとに独占的な電気供給を認める一方、供給義務を課し、電気料金を含む電気

の供給条件を定める供給約款に認可を必要とするなどの事業規制を設けた。 
もっとも、その後、国民生活の変化に伴う電力需給のひっ迫化の傾向、電力供

給コストの上昇傾向と内外価格差、発電部門への新規事業者の参入可能性の拡

大等の電気事業を巡る状況が変化したことを受け、1995 年に卸電気事業への参

入が認められ、IPP（Independent Power Producer）と呼ばれる独立系の発電事業者

が参入した。また、グローバル化の進展に伴い国際的に競争し得る電気料金を実

現する必要性が認識されることとなり、1999 年に改正された電気事業法により

2000 年 3 月から特別高圧（20,000 ボルト以上）で受電するユーザーに対する小

売供給が自由化され、2003 年に改正された電気事業法により 2005 年 4 月には全

ての高圧（6,000 ボルト以上）で受電するユーザーまでその範囲が拡大された13。 
その後、2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生し、福島第一原子力発電所の

事故（以下「福島第一原子力発電所事故」という。）が発生した。これを受け、

関東地方において需給がひっ迫したことなどの反省を踏まえ、①安定供給の確

保、②電気料金の最大限の抑制及び③ユーザー側の選択肢や事業者の事業機会

の拡大を目的とした「電力システム改革」が実施された。その結果、①2015 年

4 月に電力広域的運営推進機関が設立され、②2016 年 4 月には小売電気事業と

発電事業の全面自由化が実現した。また、③2020 年 4 月には、一般送配電事業

中立性の一層の確保のため、旧一般電気事業者（沖縄電力株式会社を除く。）の

一般送配電部門が分社化されることが予定されている。 
 

 
13 2003 年の電気事業法改正により、2004 年 4 月から高圧で受電する契約電力 500kW 以上

のユーザーに対する小売供給が自由化され、2005 年 4 月から契約電力原則 50k W 以上のユ

ーザーに対する小売供給が自由化された。 
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(3) 電気事業のイメージ 
 
発電所において電気が発電され、ユーザーに消費されるまでの大まかなイメ

ージは、以下のとおりである。 

 
（電気事業連合会ホームページ14より引用） 

 
2 電気事業における電気料金の決定方法 
 
(1) 小売全面自由化前の電気料金の決定方法 

 
2016 年の小売全面自由化以前は、旧一般電気事業者は、各供給区域において

独占的に小売供給を行っていた15ことから、電気料金には規制が設けられていた。

すなわち、2014 年改正前の電気事業法（以下「2014 年改正前電気事業法」とい

う。）第 19 条第 1 項に基づき、電気料金を含む供給条件については、経済産業省

令で定めるところにより、供給約款を定め、経済産業大臣の認可を受けるものと

されていた16。 

 
14 https://www.fepc.or.jp/enterprise/souden/keiro/index.html（2020 年 3 月 10 日閲覧） 
15 前記 1(2)のとおり、2000 年 3 月には特別高圧で受電するユーザーに対する小売供給が自

由化され、2005 年 4 月には高圧で受電する全てのユーザーに対する小売供給が自由化され

ている。 
16 なお、1999 年の電気事業法改正以前は、電力料金の値下げについても認可が必要であっ

 

https://www.fepc.or.jp/enterprise/souden/keiro/index.html
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そして、小売全面自由化以前は、2014 年改正前電気事業法第 19 条の規定を受

けた経済産業省令である一般電気事業供給約款料金算定規則（以下「算定規則」

という。）に従って、具体的な電気料金が算定されていた。 
 

2014 年改正前電気事業法 
第 19 条第 1 項 
一般電気事業者は、一般の需要（特定規模需要を除く。）に応ずる電気の供給に係る料金

その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、供給約款を定め、経済

産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 
第 19 条第 3 項 
一般電気事業者は、第一項後段の規定にかかわらず、料金を引き下げる場合その他の電気

の使用者の利益を阻害するおそれがないと見込まれる場合として経済産業省令で定める

場合には、経済産業省令で定めるところにより、第一項の認可を受けた供給約款（省略）

で設定した料金その他の供給条件を変更することができる。 
 
(2) 小売全面自由化前の供給約款の認可要件 
 

2014 年改正前電気事業法第 19 条第 2 項は、経済産業大臣による供給約款の認

可の要件について以下のとおり定めていた。 
 

2014 年改正前電気事業法 
第 19 条第 2 項 
2 経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると

きは、同項の認可をしなければならない。 
一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであるこ

と。 
二 料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。 
三 一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用品

及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められて

いること。 
四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 
このように、2014 年改正前電気事業法第 19 条第 2 項第 1 号は電気料金につい

て、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであるこ

とを求めていた。このような規定を踏まえ、算定規則は、旧一般電気事業者は、

4 月 1 日又は 10 月 1 日を始期とする一年間を単位とした将来の合理的な期間17

 

たが、行政介入を最小化し、事業者の自主性を最大限高め、経営効率化の成果を供給約款の

対象となるユーザーに還元するという観点から、同年の改正において、電気料金の値下げ時

の届出制が導入された（2014 年改正前電気事業法第 19 条第 3 項）。 
17 2013 年に見直された一般電気事業供給約款料金審査要領によれば、原価算定期間は、原

則として、3 年間とされているが、過去には電気料金の長期安定化の観点や原価要素の変動

状況等に応じて 1 年以上 3 年未満で設定されていた。 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
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を定め、当該期間において電気事業を運営するに当たって必要であると見込ま

れる原価に適正な利潤を加えて得た額（以下「原価等」という。）を算定しなけ

ればならないと定めていた（算定規則第 2 条第 1 項）。そして、原価等は、「営業

費」、「事業報酬」及び「控除収益」に基づき算出されるところ、このうち「営業

費」については、人件費、燃料費、修繕費、減価償却費、公租公課、購入電力料

等が含まれるほか補償費（契約、協定、覚書等による補償義務に基づいて定期的

又は臨時的に支払う費用（漁業補償、かんがい補償等）及び事業に関連しておこ

る債務不履行、不法行為による損害に対して他人に支払う損害賠償18）、賃借料

及び諸費等が含まれていた（算定規則第 3 条第 1 項）。 
なお、2012 年に資源エネルギー庁が定める一般電気事業供給約款料金審査要

領19が改正され、原則として、寄付金の原価への参入を認めず、また、規制料金

として回収することが社会通念上不適切である交際費、政治献金及び書画骨董

等についても原価への算入を認めない運用が明確にされた。 
また、一般電気事業供給約款料金審査要領によれば、供給約款の審査に当たっ

ては、認可申請がなされた供給約款料金が、算定規則に則って算定されているこ

とを前提とし、算定規則第 2 条における原価等の算定については、旧一般電気

事業者が申請した原価等について、その適正性を審査した上、当該申請を行った

旧一般電気事業者及び他の旧一般電気事業者が認可を受け又は届け出た原価等

を勘案して、経営効率化努力の度合いを相対比較することにより審査を行うも

のとされていた。 
 
(3) 小売全面自由化後の電気料金 
 

2014 年、電気事業法が改正され、前記 1(2)のとおり 2016 年 4 月から電力の小

売供給が全面的に自由化された。そのため、現在においては、原則として、電気

料金は小売電気事業者が自由に設定することができる。もっとも、小売全面自由

化後も、直ちにユーザーの自由化後の電気料金への切替えが進むとは限らず、事

実上、旧一般電気事業者による「規制なき独占」に陥ることも懸念された。そこ

で、2014 年改正後の電気事業法においては、暫定的に低圧で受電するユーザー

向け（主に家庭用）の規制料金による電気の供給を残すため経過措置期間が設け

られ、旧一般電気事業者に対し「当分の間」正当な理由がなければ、従来の供給

 
18 電気事業講座編集委員会編「電気事業講座第 6 巻電気料金」（エネルギーフォーラム・2008
年）49 頁 
19 一般電気事業供給約款料金審査要領とは、2014 年改正前電気事業法第 19 条第 2 項の規

定を具体化したものであり、法律的には電力会社を拘束するものではないが、資源エネルギ

ー庁の認可基準と位置づけられており、旧一般電気事業者も審査要領に沿った供給約款を

作成していた。 
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区域において、自由化後の電気料金への切替えを行わないユーザーに対して引

き続き規制料金による電気の供給を行う義務を課すこととされた。 
なお、当該経過措置については、2020 年 3 月末をもって撤廃され、同年 4 月

以降は、「電気の使用者の利益を確保する必要性が特に高いと認められるもの」

として経済産業大臣が指定する供給区域においてのみ存続することとされてい

たが、国の審議会での議論を経て、2020 年 4 月以降も当面、全国全ての供給区

域において経過措置を存続させることが決定されている。したがって、当面の間、

低圧で受電するユーザー向けには、小売電気事業者が自由に設定した料金に基

づく電気の供給プラン（以下「自由料金プラン」という。）と旧一般電気事業者

による規制料金に基づく電気の供給プラン（以下「規制料金プラン」という。）

が併存することとなる2021。 
このように電力事業においては、日本社会の変化に合わせた必要な競争環境

が整備されるとともに、原価等に見合った適切な価格で電力が提供されること

が目指されてきた。 
 
(4) 小売全面自由化後の小売電気事業の状況 
 
小売全面自由化直後である 2016 年 4 月時点の全販売電力量に占める旧一般電

気事業者以外の小売電気事業者（以下「新電力」と総称する。）のシェア（販売

電力量ベース）は全国で約 5.2%であった22。 
その後、2017 年 5 月時点では全国平均で新電力の販売電力量が占めるシェア

は全体の 10%を超え、2019 年 9 月時点では約 15.8%となっている。また、電圧

階級別でみると、特別高圧・高圧で受電するユーザー（主に工場や商業施設を保

有する企業等）については、時期により変動はありつつも、全体的に上昇傾向に

あって、2019 年 9 月時点の新電力のシェアは特別高圧で約 5.4%、高圧で約 22.3%
となっている。他方、低圧で受電するユーザー（主に家庭等）については、2019
年 9 月時点の新電力のシェアは約 16.7%となっている23。 
 
(5) 小売全面自由化前後の関西電力の状況 

 

 
20  旧一般電気事業者は、規制料金プランによる電気の供給を義務付けられているだけであ

り、自由料金プランを設定することも可能である。 
21 なお、一般に、自由料金プランは、規制料金プランに比して低額となっている。 
22 第 2 回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会（開

催日：2017 年 2 月 9 日）資料 3・3 頁 
23 第 22 回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会（開

催日：2019 年 12 月 26 日）資料 3・3 頁 
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関西電力における営業部門は、当初から、電気料金メニューの策定、需給契約

の締結、業務運用、省エネルギー提案等を行ってきたが、1990 年代以降は電力

需要の成熟化と都市ガスをはじめとする他のエネルギーの熱電併給機器の革新

等を受けたエネルギー間競合が始まり、電気のユーザーのニーズに立脚した営

業体制とサービスが求められるようになった。そこで、関西電力は、1993 年に

営業、市場開発、配電部門を統合し、「お客さま本部」を設置し、電気のユーザ

ーへの提案・コンサルティング窓口の整備や家庭分野の電化活動を進めた。 
さらに、前記 1(2)のとおり、2000 年 3 月以降、電力小売の部分自由化がスタ

ートし、関西電力としては、ユーザーとの接点の強化やコンサルティングの充実

等の営業体制の強化を図ってきた。そして、2016 年 4 月に小売全面自由化がス

タートした後、2018 年 6 月に組織の名称を「お客さま本部」から「営業本部」

に変更した。 
なお、2019 年 9 月時点の関西電力の供給区域における新電力のシェアは、全

体で約 17.6 %（特別高圧部門：約 9.3%、高圧部門：約 20.4%、低圧部門：約 21.5%）

となっている24。すなわち、関西電力の供給区域の旧一般電気事業者のシェアは、

供給区域全体の約 82.4 %（特別高圧部門：約 90.7%、高圧部門：約 79.6%、低圧

部門：約 78.5%）となっており、この大半を関西電力が占めており、依然、関西

電力のシェアは高い状況にある25。 
 
  

 
24 電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況（令和元年 9 月分）」に記載の「販売電力

量（エリア別）」の数値に基づき、新電力の販売量を、供給区域内の全販売量で除して、算

出している。 
25 前記(3)のとおり、旧一般電気事業者は、低圧で受電するユーザー向けには、自由料金プ

ランと規制料金プランを設けているところ、電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況

（令和元年 9 月分）」によれば、関西電力の販売電力量（低圧）に占める自由料金プランの

割合は約 53.1%である。 
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第 2 原子力事業の概要 
 
1 日本における原子力事業 
 
(1) 日本の原子力事業の沿革 

 
世界での原子力利用は原子爆弾という軍事利用とともに始まった側面がある

が、米国は 1953～1954 年にかけて、原子力の軍事利用と並行して平和利用を推

進する方針を打ち出した。アイゼンハワー米国大統領は、1953 年、国際連合総

会で「Atoms for Peace」と呼ばれる演説を行い、1950～1960 年代にかけて、世界

各国で原子力の平和利用が開始された。 
日本でも、1955 年、原子力基本法が成立し、これを受け、日本における原子

力発電所の開発が進められることとなった。そして、1957 年、沖縄電力株式会

社を除く旧一般電気事業者 9 社と、当時、国から 100%の出資を受けていた電源

開発株式会社の出資の下、日本原子力発電株式会社（以下「日本原電」という。）

が設立され、同社において、日本における原子力発電所の開発が進められた。 
そして、1966 年、日本で初めてとなる商業用原子力発電所として、日本原電

の東海発電所が、茨城県那珂郡東海村に建設され、運転を開始した。東海発電所

は英国から導入された「黒鉛減速ガス冷却炉」と呼ばれる方式が採用されていた

が、その後、「黒鉛減速ガス冷却炉」に代わり、「軽水炉」の建設が世界的に主流

となった。日本においても、1970 年、日本原電の敦賀発電所において、「沸騰水

型軽水炉（BWR）」である敦賀発電所 1 号機が運転を開始し、関西電力の美浜発

電所では、「加圧水型軽水炉（PWR）」である美浜発電所 1 号機が運転を開始し

た。 
その後、日本においては、1970 年代における二度にわたるオイルショックを

経験し、石油に代替するエネルギーとして原子力が注目され、1974 年には地元

住民の理解と協力を得ながら発電所の建設を円滑に進めることを一つの目的と

して、電源三法（詳細については、後記 2(1)参照）が整備された。関西電力にお

いても、1970 年代以降、美浜発電所 1 号機の運転が開始したことを皮切りに、

以降、1993 年までの間、美浜発電所、高浜発電所及び大飯発電所の各発電機の

運転が順次開始された（詳細については、後記 3(1)参照）。 
その後、世界的な環境意識の高まりにより CO2 削減への取組みが進められる

中、温室効果ガスを排出しないエネルギーとしての原子力発電に注目が集まる

ようになったが、2011 年 3 月 11 日、東日本大震災による福島第一原子力発電所

事故が発生し、周辺地域に深刻な被害をもたらした。その結果、原子力発電に対

する評価が大きく揺らぐことになった。 
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2012 年 9 月には、福島第一原子力発電所事故の教訓に学び、二度とこのよう

な事故を起こさないために、そして、我が国の原子力規制組織に対する国内外の

信頼回復を図り、国民の安全を最優先に、原子力の安全管理を立て直し、真の安

全文化を確立するため、原子力規制委員会が設置され、原子力発電の安全性を高

めるべく、2013 年 7 月には同事故の反省や国内外からの指摘を踏まえ「新規制

基準」が策定された。 
なお、2014 年に閣議決定された第四次エネルギー基本計画を受け、資源エネ

ルギー庁が公表した「エネルギー長期需給見通し」においては、安全性、安定供

給、経済効率性及び環境適合に関する政策目標の同時達成を考え、現実的かつバ

ランスの取れたエネルギーミックスを実現すべく、2030 年度の総発電電力量の

うち、原子力発電による発電電力量が占める比率を 20～22%程度とした見通し

が示されている。 
 
(2) 原子力発電所の立地の流れ 
 
原子力発電所は、計画、建設、運転及び廃止措置の各段階で国の厳重な審査や

検査を受け、許可・認可を得なければならない。 
1970 年代において、原子力発電所建設には、多くの法律上（いわゆる 33 法 66

許認可）及び事実上の複雑な立地手続を必要とし、関西電力が設置した原子力発

電所においては、運転開始までのリードタイムとして 10 年前後の期間を要して

いた。1970 年代における原子力発電所の設置の流れは、以下のとおりである。 
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（各種資料を参考に作成） 

 
 
また、現在においては、前記(1)のとおり、東日本大震災による福島第一原子力

発電所の事故を踏まえ、原子力規制委員会が設置されている。現時点における原

子力発電所の設置の流れは、以下のとおりである。 
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（一般財団法人日本原子力文化財団ホームページ26より引用） 
 
上記のとおり、原子力発電所の立地に関しては、多くの許認可が必要となるが、

各許認可を取得する過程で、法律上・事実上、利害関係人等の同意が必要とされ

る場合もある。例えば、地域森林計画上の民有林内での開発行為の許可申請には、

当該開発行為の施工の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得ているこ

とを証する書類の提出を必要とされ（森林法施行規則第 4 条第 2 号）、公有水面

の埋立許可には、あらかじめ漁業権者等の公有水面に関し権利を有する者の同

意があることを必要とされる（公有水面埋立法第 4 条第 3 項第 1 号、第 5 条第 2
号）。そのため、原子力発電所の設置者である電力会社27としては、地元の住民

の理解を得ることが重要となるが、利害関係人等の同意の条件を巡って、利害関

係人等との協議が紛糾し、紛争が生じるケースもある。 
また、許認可の主体が原子力発電所を立地する地元の都道府県や市町村の首

長であるケースも多く、地元の都道府県や市町村は、電力会社に対して、「安全

協定」や「公害防止協定」といった協定の締結を求めることが通例であるが、協

 
26 https://www.ene100.jp/zumen/5-2-13（2020 年 3 月 10 日閲覧） 
27 原子力発電所の設置者は、必ずしも一般的に「電力会社」と呼称される旧一般電気事業者

に限られないが、以後、分かり易さの観点から、旧一般電気事業者であるか否かを問わず、

原子力発電所の設置者を「電力会社」と呼称することがある。 
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定の法的性質が不明確であったり、その方式、内容も事例ごとに異なる。 
そのため、1970 年代から、場合によってはその時々の社会情勢に伴い、手続

が不安定になることがあった。 
したがって、原子力発電所の計画、建設及び運転開始に当たっては、原子力発

電所を立地する地元の住民及び地方公共団体の理解が不可欠であり、そのため、

電力会社としては、地元との友好的な関係を築くことが重要となる。 
 
(3) 原子力発電所の運用 
 
ア 定期的な検査等 
 
電力会社は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原

子炉等規制法」という。）に基づき、原子力発電所における主要な設備について、

前回の定期検査終了後 13 か月を超えない期間に運転を停止し、定期的に検査し、

その結果を記録することが求められている（原子炉等規制法第 43 条の 3 の 16、
原子力規制委員会規則（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則）第 54
条等。以下「定期検査」又は省略して「定検」という。）。また、原子力発電所の

主要設備のうち、安全上重要な設備の機能や総合的な性能については、電力会社

自身の検査のみならず、原子力規制委員会の検査も受ける必要がある（同法第 43
条の 3 の 15 等）。 
そのため、原子力発電所を運用するに当たっては、電力会社は、定期検査の都

度、多数の協力会社に対して、原子力発電所の設備の点検・検査・試験等の業務

を委託する必要があり、後記第 3 章第 1、5(2)イの柳田産業も関西電力の定期検

査の業務を受託していた協力会社の一社である。 
 
イ 福島第一原子力発電所事故以降の規制強化 

  
前記(1)のとおり、福島第一原子力発電所事故の教訓を受け、同事故後、いわ

ゆる「新規制基準」が制定された。原子力発電に関する規制は、原子炉等規制法

及び同法の委任を受けて原子力規制委員会が制定した「実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則」等の委員会規則により構成される。原子力規制委員会

は、これらの委員会規則の解釈やガイドを設けており、これらの原子力規制委員

会規則、解釈及びガイドについて、福島第一原子力発電所事故を受けて改正され

たものが一般に「新規制基準」と呼ばれるものである。 
原子力規制委員会は、原子炉等規制法上、原子炉設置（変更）許可、工事の計

画の認可、使用前検査、保安規定の認可等のような各種行政処分による規制権限
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を有しており、原子力規制委員会規則で定める基準に適合することが許認可等

の基準の一部となっている。 
新規制基準の概要は、以下のとおりである。 

 

（原子力規制委員会ホームページより引用28） 
 
新規制基準が制定された結果、電力会社としては、福島第一原子力発電所事故

以降、稼働を停止した原子力発電所を再稼働するに当たっては、原子力規制委員

会から新規制基準適合性の審査を受けて許可等を受ける必要が生じた。また、猶

予期限内の特定重大事故等対処施設29の設置が求められたため、新規制基準対応

のために多種多様の対応工事を実施する必要に迫られた。 
そのため、電力会社は、新規制基準に対応するため、多額の費用を支出するこ

とを余儀なくされ、関西電力の美浜発電所、高浜発電所及び大飯発電所だけでも、

総額 1 兆円30を超える費用を支出することが見込まれている。 
 
2 原子力事業と地域の関わり 
 
前記 1(2)のとおり、原子力発電所の立地及びその運営に当たっては、その立地

地域の理解及び協力が不可欠である。そのため、電源地域の公的な振興の施策と

 
28 http://www.nsr.go.jp/data/000102350.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧） 
29  故意による大型航空機の衝突やその他のテロリズムにより、炉心の損傷が発生するおそ

れがある場合等に、放射性物質の放出を抑制するための施設である。 
30  原子力発電所の新規制基準対応に係る原子炉設置変更許可申請書等に記載された金額に

基づき算出している。 
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して、いわゆる電源三法が制定されていることに加え、電力会社は地域の発展へ

の貢献に努めている。 
 
(1) 電源三法交付金（公的な地域振興） 
 
ア 電源三法の制定 
 
日本においては、戦後の経済の立ち直りに伴う電力の増加に対応するため、

1952 年、電源開発促進法が制定された。電源開発促進法は、通商産業大臣に対

して、電源開発の基本計画を立案し、決定することを求め（同法第 3 条）、速や

かな電源開発及び送電変電施設の整備を促したが、電源開発の環境に与える影

響や安全に対する国民意識の高まりに伴い、電源開発は思うように進まなかっ

た。 
そこで、発電用施設の周辺地域における公共用の施設の整備等の住民の生活

の利便性の向上や産業の振興に寄与する事業を促進することで、地域住民の福

祉の向上を図り、発電用施設の設置及び運転の円滑化を図るために、1974 年、

いわゆる「電源三法」が制定された。 
 
イ 電源三法の概要 
 
電源三法は、電源開発促進税法、特別会計に関する法律及び発電用施設周辺地

域整備法からなる。電源三法による交付金の仕組みは、以下のとおりである。 
 電源開発促進税法により、販売される電気に対して電源開発促進税が賦課

される（電源開発促進税法第 1 条）。 
 電源開発促進税による歳入が、特別会計に関する法律により電源開発促進

勘定に組み入れられる（特別会計に関する法律第 91 条第 1 項）。 
 発電用施設周辺地域整備法により、同意公共施設整備計画や同意利便性向

上等事業計画に対して、電源開発促進勘定より交付金が交付される（発電

用施設周辺地域整備法第 7 条、第 10 条第 4 項、特別会計に関する法律第

88 条第 2 項第 2 号イ、第 85 条第 4 項）。 
これらの仕組みにより、電気の販売に伴って賦課された税金が、発電用施設周

辺地域の公共用の施設の整備や周辺地域の住民の利便性の向上、産業の振興に

寄与する事業に充当される。 
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（一般財団法人日本原子力文化財団ホームページ31より引用） 
 
ウ 電源三法交付金の支払実績等 
 
(ア) モデルケース 
 
資源エネルギー庁は、モデルケースとして、出力 135 万 kW の原子力発電所

が新設された場合、その地域（所在市町村、周辺市町村、都道府県）にもたら

される電源立地地域対策交付金等による財源効果の内容を公表している32。 
これによれば、モデルケースにおける電源三法交付金（電源立地地域対策交

付金）は、立地可能性調査の開始から、運転後 40 年までの間で合計約 1340 億
円とされており、原子力発電施設立地地域共生交付金は約 25 億円とされてい

る。 
 

(イ) 福井県等に対する支払実績等 
 

 
31 https://www.ene100.jp/zumen/9-3-1（2020 年 3 月 10 日閲覧） 
32 資源エネルギー庁作成に係る「電源立地制度について」 
（https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/pdf/dengenrichi.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧）） 
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福井県によれば、福井県及び県下の自治体に対して交付された電源三法交付

金は、1974 年度から 2017 年度までの累計で約 5206 億円に上り、その内訳は、

福井県に約 2853 億円、市町村に約 2329 億円、その他の団体に約 24 億円とな

っている33。 
この点、高浜町及び福井県の歳入状況、電源三法交付金の交付実績、歳入に占

める電源三法交付金の割合は別紙 2-2-2-1 のとおりである。歳入に占める電源三

法交付金の割合は、福井県では、歳入全体の 1～4%程度に過ぎないものの、高浜

町では、少ない年でも 10%前後、多い年には約 30%を占めており、電源三法交

付金による歳入が極めて重要な財源となっていることが認められる34。 
 
(2) 電力会社による立地地域の振興 
 
前記 1(2)のとおり、原子力発電所の立地及びその運営に当たっては、地元自治

体等の合意形成が極めて重要となる。そこで、電力会社としては、地域の地理的、

社会的、自然環境等の特性に応じて、関係自治体の地域の発展に貢献してきた。 

具体的には、原子力発電所の建設や運転に際して積極的に地元から雇用を募

るとともに、原子力発電所の建設や運転に必要な物資の調達や業務の発注では、

可能な範囲において、地元での調達・発注を行っている。また、発電所の建設に

対する協力金等の名目で電力会社から地方公共団体に対し多額の協力金等が支

払われることもある。 
加えて、電力会社は、発電所の事業主体として、また地域の一員として、発電

所の立地を契機に、地域の基幹産業の振興、生活基盤の整備が図られるよう協力

を行い、地域が主催するイベントへの参加・協力、体育館等のスポーツ施設の開

放、カルチャー講習会の実施等、地元住民との積極的な交流等に努めている。 

関西電力によれば、原子力発電所の設置を進めるに当たっては、地元住民の理

解と信頼を得ることが最大の課題であり、そのためには、地域の発展への貢献や

住民福祉の向上が図られることが必須の条件であると認識しているとのことで

あり、関西電力は、高浜町が原子力発電所の設置を推進するための財源的な支援

として、1969 年から 1996 年にかけて、高浜町に対して、総額 40 億円を超える

 
33 福井県作成に係る「電源三法交付金の概要」 
（https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dengen/kofukin_d/fil/001.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧）） 
34  関西電力は高浜町に法人住民税及び固定資産税を納税しているが、電源三法交付金に関

西電力が納税した法人住民税及び固定資産税を加えると、それらが高浜町の歳入に占める

割合は、2013 年度約 45.2%、2014 年度約 48.6%、2015 年度約 43.4%、2016 年度約 29.5%、

2017 年度約 45.3%となる。これらの数値からも原子力発電所の立地による財源が重要であ

ることがうかがえる（関西電力が高浜町に納税した法人住民税及び固定資産税については

関西電力から提供を受けた数値に依拠した。）。 
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協力金・寄付金を支払った。 
また、関西電力は、原子力発電所の誘致段階において、福井県及び高浜町に対

して用地取得・漁業補償等に関する協力を要請し、また、当時の高浜町長が反対

運動を展開する住民との協議に当たり、ようやく用地買収や漁業補償等を進め

ることができるようになったとのことである。 
 
3 関西電力の原子力事業 
 

(1) 関西電力における原子力発電所の設置及び運用の沿革 
 

ア 原子力発電所の設置の沿革 
 
関西電力は美浜町、高浜町及び大飯町35の 3 地域において原子力発電所を設置

している。関西電力における各原子力発電所設置の沿革は、下表のとおりである。 
 

時期 沿 革 
1954 年 技術研究所に原子力グループを設置し基礎研究を開始 
1955 年 8 月 原子力発電に関する調査研究企画を担当する原子力専門委員会が発足 
1957 年 9 月 旧一般電気事業者の中で最初に原子力部を設置 
1960 年頃 原子力発電所の立地点の検討開始 
1970 年 11 月 美浜発電所 1 号機（定格出力 34.0 万 kW）営業運転開始 

1972 年 6 月 美浜発電所 1 号機で蒸気発生器伝熱管漏えい事故発生 
美浜発電所 1 号機の稼働を停止 

1972 年 7 月 美浜発電所 2 号機（定格出力 50.0 万 kW）営業運転開始 
1972 年 12 月 美浜発電所 1 号機営業運転再開 
1974 年 6 月 福井原子力事務所の設置 
1974 年 11 月 高浜発電所 1 号機（定格出力 82.6 万 kW）営業運転開始 
1975 年 11 月 高浜発電所 2 号機（定格出力 82.6 万 kW）営業運転開始 
1976 年 12 月 美浜発電所 3 号機（定格出力 82.6 万 kW）営業運転開始 
1979 年 3 月 大飯発電所 1 号機（定格出力 117.5 万 kW）営業運転開始 
1979 年 12 月 大飯発電所 2 号機（定格出力 117.5 万 kW）営業運転開始 
1985 年 1 月 高浜発電所 3 号機（定格出力 87.0 万 kW）営業運転開始 
1985 年 6 月 高浜発電所 4 号機（定格出力 87.0 万 kW）営業運転開始 
1991 年 2 月 美浜発電所 2 号機で蒸気発生器伝熱管破断事故発生 
1991 年 12 月 大飯発電所 3 号機（定格出力 118.0 万 kW）営業運転開始 
1993 年 2 月 大飯発電所 4 号機（定格出力 118.0 万 kW）営業運転開始 
1994 年 2 月 美浜発電所 1 号機で蒸気発生器伝熱管漏えい事故発生 
1994 年 6 月 福井原子力事務所の名称を若狭支社に変更 
1996 年 4 月 美浜発電所 1 号機営業運転再開 

 
35 2006 年 3 月 3 日、大飯町と名田庄村とが合併し、現在の正式な町名は「おおい町」であ

るが、本報告書では原子力発電所設置当時の町名に倣い「大飯町」と記載する。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/2006%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%883%E6%97%A5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E5%B8%82%E7%94%BA%E6%9D%91%E3%81%AE%E5%BB%83%E7%BD%AE%E5%88%86%E5%90%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%8A%E3%81%8A%E3%81%84%E7%94%BA
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時期 沿 革 

2004 年 8 月 美浜発電所 3 号機で二次系配管破損事故が発生 
美浜発電所 3 号機の稼働を停止 

2005 年 7 月 本店に設置していた原子力事業本部を美浜に移転し、当時の若狭支社と

統合する形で原子力事業本部の設立 
2007 年 2 月 美浜発電所 3 号機営業運転再開 

2012 年 2 月 
東日本大震災以降、定期検査を迎えた原子力発電所で順次発電が停止さ

れ、高浜発電所 3 号機の停止で関西電力全ての原子力発電所が発電を停

止 
2014 年 5 月 福井地裁、大飯発電所 3 号機・4 号機の運転差止請求を一部認容 

2015 年 4 月 
美浜発電所 1 号機・2 号機の廃止 
福井地裁、高浜発電所 3 号機・4 号機の運転差止仮処分命令の申立てを

認容 

2015 年 12 月 福井地裁、保全異議審にて、福井地裁の高浜発電所 3 号機・4 号機の運

転差止仮処分決定（2015 年 4 月）の取消し 
2016 年 2 月 高浜発電所 3 号機の再稼働 

2016 年 3 月 大津地裁による高浜発電所 3 号機・4 号機の再稼働禁止仮処分決定によ

り、再稼働していた高浜発電所 3 号機を停止 

2017 年 3 月 大阪高裁、保全抗告審にて、大津地裁の高浜発電所 3 号機・4 号機の 
再稼働禁止仮処分命令（2016 年 3 月）の取消し 

2017 年 5 月 高浜発電所 4 号機再稼働 
2017 年 6 月 高浜発電所 3 号機再稼働 
2018 年 3 月 大飯発電所 1 号機・2 号機の廃止、大飯発電所 3 号機再稼働 
2018 年 5 月 大飯発電所 4 号機再稼働 

2018 年 7 月 名古屋高裁金沢支部、福井地裁が一部認容した大飯発電所 3 号機・4 号

機の運転差止判決（2014 年 5 月）について一部取消し 
 

イ 福井県における原子力発電所の誘致活動 
 
福井県は、当時、未知のエネルギーであった原子力による地域開発への期待感

から、積極的な原子力発電所の誘致活動を行った。まず、1957 年 4 月に福井県

知事を会長とする福井県原子力懇談会を設立し、その後、京都大学の研究用原子

炉の誘致を行った。この誘致は実現しなかったものの、福井県における原子力発

電所の設置の契機となり、1962 年 5 月、原子力発電所の設置のため、福井県は

福井大学の専門家に敦賀半島の地質調査を依頼し、同年 12 月、通商産業大臣が

敦賀半島 2 地点での原子力発電所の建設の決定を閣議報告した。 
 

ウ 美浜発電所 
 

美浜発電所のある美浜町丹生地区は、花崗岩質で原子力発電所を設置する上

で優れた地質を有していると評価され、原子力発電所の候補地となった。そして、

1962 年 5 月には丹生地区総会で、同年 6 月には美浜町議会で、美浜町への原子
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力発電所誘致が全会一致で可決された。 
美浜発電所 1 号機～3 号機の設置許可から営業運転開始までの経緯は以下の

とおりである。 
 

時期 沿 革 
1966 年 6 月 関西電力、内閣総理大臣に対し美浜発電所 1 号機の原子炉設置許可申請 
1966 年 12 月 内閣総理大臣、美浜発電所 1 号機の原子炉設置を許可 
1967 年 11 月 関西電力、内閣総理大臣に対し美浜発電所 2 号機の原子炉設置許可申請 
1968 年 5 月 内閣総理大臣、美浜発電所 2 号機の原子炉設置を許可 
1970 年 11 月 美浜発電所 1 号機営業運転開始 
1971 年 7 月 関西電力、内閣総理大臣に対し美浜発電所 3 号機の原子炉設置許可申請 
1972 年 3 月 内閣総理大臣、美浜発電所 3 号機の原子炉設置を許可 
1972 年 7 月 美浜発電所 2 号機営業運転開始 
1976 年 12 月 美浜発電所 3 号機営業運転開始 

 
エ 高浜発電所 
 

(ア) 高浜発電所 1 号機及び 2 号機 
 

日本の高度経済成長の影響により、高浜町では、1960 年頃以降、労働力が流

出し、過疎化が進んでいた。その結果、高浜町は徐々に財政難に陥ったところ、

同町は、1965 年、関西電力が美浜発電所に次ぐ原子力発電所の立地場所を検討

していたことを踏まえ、福井県知事を通じて、関西電力に対し、原子力発電所設

置のための調査検討の申入れを行った。しかし、高浜町においては、原子力発電

所の安全性及び原子力発電所設置のための用地買収による生活基盤の変化に伴

う不安等から、地元住民の中には、原子力発電所の設置に反対する者もいた。 
この時、高浜町長の浜田氏及び高浜町議会は、原子力発電所を設置することで

歳入等を得ることができ、町政の発展に資するという考えから、原子力発電所設

置を推奨する活動を行った。その結果、1966 年 10 月、高浜町議会で、原子力発

電所誘致決議が全会一致で可決された。 
高浜発電所 1 号機及び 2 号機の設置許可から営業運転開始までの経緯は、以

下のとおりである。 
 

時期 沿 革 
1969 年 5 月 関西電力、内閣総理大臣に対し高浜発電所 1 号機の原子炉設置許可申請 
1969 年 12 月 内閣総理大臣、高浜発電所 1 号機の原子炉設置を許可 
1970 年 5 月 関西電力、内閣総理大臣に対し高浜発電所 2 号機の原子炉設置許可申請 
1970 年 11 月 内閣総理大臣、高浜発電所 2 号機の原子炉設置を許可 
1974 年 11 月 高浜発電所 1 号機営業運転開始 
1975 年 11 月 高浜発電所 2 号機営業運転開始 
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(イ) 高浜発電所 3 号機及び 4 号機 

 
1976 年、高浜町長及び町議会が発足させた「高浜町経済対策協議会」にて高

浜町の景気浮揚策として原子力発電所の増設に関する意見がまとめられた。 
原子力発電所の増設に反対した勢力もあったものの、高浜町議会においては、

高浜発電所増設誘致決議が可決され、原子力発電所増設の誘致が開始された。 
高浜発電所 3 号機及び 4 号機の設置許可から営業運転開始までの経緯は、以

下のとおりである。 
 

時期 沿 革 

1978 年 4 月 関西電力、内閣総理大臣に対し高浜発電所 3 号機・4 号機の原子炉設置

許可申請 
1980 年 8 月 通商産業大臣、高浜発電所 3 号機・4 号機の原子炉設置を許可 
1985 年 1 月 高浜発電所 3 号機営業運転開始 
1985 年 6 月 高浜発電所 4 号機営業運転開始 
 

オ 大飯発電所 
 

1969 年、大飯町議会において原子力発電所の誘致が決議され、関西電力が大

飯町に発電所の計画概要を説明するなど、原子力発電所の設置に向けた活動が

進められていた。1971 年時点において、関西電力は、大飯町からの了解を得た

上で、調査工事を開始し、敷地の一部造成工事にも取りかかっていた。しかし、

このようなタイミングで、一部の地元団体が大飯町長に原子力発電所建設中止

の要望書を提出するなど、原子力発電所の設置に反対する動きが盛んとなった。 
このような状況を踏まえ、大飯町長及び大飯町議会は、関西電力との原子力発

電所設置に係る仮協定書を破棄し、大飯町長は自身に対するリコール活動も始

まったことなどを受け、混乱の責任を取って 1971 年 7 月に町長を辞任した。後

任の大飯町長は、関西電力に対し、原子力発電所設置工事の中止を申し入れ、そ

の結果、1972 年 4 月より、保安工事を除く原子力発電所設置のための一切の建

設工事が中止されることとなった。 
しかし、一旦、建設工事が中止されたことで原子力発電所設置に反対する者の

活動も収束し、他方で、大飯町だけでなく福井県も原子力発電所の安全性につい

て説明会を実施するなど、地元住民を説得するための活動を行った結果、1972 年
7 月から原子力発電所の建設工事が再開されることとなった。 
大飯発電所 1～4 号機の設置許可から営業運転開始までの経緯は、以下のとお

りである。 
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時期 沿 革 

1971 年 1 月 関西電力、内閣総理大臣に対し大飯発電所 1 号機・2 号機の原子炉設置

許可申請 
1972 年 7 月 内閣総理大臣、大飯発電所 1 号機・2 号機の原子炉設置を許可 
1979 年 3 月 大飯発電所 1 号機営業運転開始 
1979 年 12 月 大飯発電所 2 号機営業運転開始 

1985 年 2 月 関西電力、通商産業大臣に対し大飯発電所 3 号機・4 号機の原子炉設置

許可申請 
1987 年 2 月 通商産業大臣、大飯発電所 3 号機・4 号機の原子炉設置を許可 
1991 年 12 月 大飯発電所 3 号機営業運転開始 
1993 年 2 月 大飯発電所 4 号機営業運転開始 

 
(2) 関西電力における原子力事業の現状 

 
関西電力において、原子力発電所は電源構成における主たる電源となってい

る。そのため、原子力発電所の稼働は電力の安定供給のために重要であると認識

され、また、関西電力の収支にも大きな影響を与えている。 
 

ア 関西電力の電源構成 
 
関西電力の東日本大震災直前である 2010 年度～2018 年度の電源構成は、以下

のとおりである36。 
 

(ア) 関西電力の発電設備量及び発電電力量における原子力発電の占める割合 
 

年度 年度末設備 
（万 kW） 

年度末設備に 
おける構成比37 

発電実績38 
（億 kWh） 

発電実績に 
おける構成比39 

2010 年度 977 28% 670 51% 
 

36 資源エネルギー庁作成に係る「電力調査統計」（https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/elec
tric_power/ep002/（2020 年 3 月 10 日閲覧）） 
電気事業連合会作成に係る「電力統計情報」（https://www.fepc.or.jp/library/data/tokei/（2020 年
3 月 10 日閲覧）） 
37  年度末設備における構成比とは、当該年度末時点における、原子力以外の種類を含めた

発電設備の供給力合計（万 kW）における原子力発電所の供給力合計（万 kW）が占める割

合である。 
38 2015 年度以前は発電端電力量（発電機が発電した電力を指す。）を記載し、2016 年度以

降は送電端電力量（発電機が発電した電力から、発電所内で使用した電力等を差し引いた電

力を指す。）を記載している。 
39  発電実績における構成比とは、当該年度における、原子力以外の種類を含めた発電設備

による発電実績合計（億 kWh）における原子力発電所の発電実績合計（億 kWh）が占める
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年度 年度末設備 
（万 kW） 

年度末設備に 
おける構成比37 

発電実績38 
（億 kWh） 

発電実績に 
おける構成比39 

2011 年度 977 28% 323 26% 
2012 年度 977 28% 152 13% 
2013 年度 977 27% 93 8% 
2014 年度 977 26% 0 0% 
2015 年度 893 24% 8 1% 
2016 年度 893 24% -440 0% 
2017 年度 658 19% 129 14% 
2018 年度 658 19% 301 29% 

 
(イ) 旧一般電気事業者（沖縄電力株式会社は除く。）の発電設備量及び発電電

力量における原子力発電の占める割合 
 

年度 年度末設備 
（万 kW） 

年度末設備に 
おける構成比 

発電実績 
（億 kWh） 

発電実績に 
おける構成比 

2010 年度 4,634 23% 2,713 33% 
2011 年度 4,634 22% 1,007 13% 
2012 年度 4,353 21% 159 2% 
2013 年度 4,165 20% 93 1% 
2014 年度 4,165 20% 0 0% 
2015 年度 3,979 19% 94 1% 
2016 年度 3,922 19% 173 3% 
2017 年度 3,687 18% 313 5% 
2018 年度 3,578 18% 621 10% 

 
イ 関西電力における原子力事業と電力の安定供給 
 
電力は国民の生活に欠くことのできない社会的インフラであるが、電力を安

定的に供給するためには、需要と供給のバランスを一致させなければならない。

仮に需給バランスを欠くことになると、電気の周波数が乱れ、電気の品質が低下

するほか、場合によっては、発電所が停止し、大規模停電（ブラックアウト）を

招く可能性がある。 
この点、前記アのとおり、関西電力の 2010 年度の発電実績における原子力発

電所の構成比は約 51%にも上っていた。そのため、福島第一原子力発電所事故

を受け、関西電力の原子力発電所が停止した結果、供給力が不足し、関西電力に

おいては、後記ウで触れるとおり収支が大きく悪化するとともに、2011 年度か

 

割合である。 
40 2016 年度においては、関西電力の原子力発電所が稼働しておらず、発電所内で使用した

電力量が、発電電力量を上回ったため、発電実績の数値がマイナスとなっている。 
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ら 2015 年度にわたって、ユーザーに対して、公式に節電を要請することを余儀

なくされた。また、前記アのとおり、2018 年度時点においても、関西電力の発

電実績における原子力発電所の構成比は約 29%の割合を占めており、関西電力

の供給区域における電力の安定供給の観点から見て、原子力発電所に依存する

程度は高い。 
 

ウ 関西電力における原子力事業と収支の関係 
 
前記アのとおり、関西電力は他の旧一般電気事業者と比較し、原子力発電の比

率が高く、2010 年度においては、発電実績における原子力発電所の構成比は約

51%の割合を占めていた。原子力発電は、他の発電方式と比較し、発電自体に要

するコストが低く、原子力発電所の稼働状況が関西電力の収支に大きな影響を

与えてきた。 
実際、2010 年度の関西電力の経常利益は約 2024 億円41（約 2379 億円）であっ

たが、東日本大震災の影響によって原子力発電所が停止した 2011 年度は▲約

3020 億円（▲約 2655 億円）、2012 年度は▲約 3925 億円（▲約 3531 億円）の経

常損失であり、電気料金の値上げを行った 2013 年度以降も、値上げの前提とし

た原子力発電所の再稼働が実現しなかったことなどから、2013 年度及び 2014 年
度においては、▲約 1229 億円（▲約 1113 億円）、▲約 1596 億円（▲約 1130 億
円）と経常損失が続いた。 

2015 年度には 2 度目の電気料金値上げを実施し、また、燃料価格の下落等の

一時的な収支改善要因等もあり、2015 年度及び 2016 年度においては、それぞれ

約 2001 億円（約 2416 億円）、約 1437 億円（約 1961 億円）の経常利益を計上す

るに至った。 
その後、2017 年度から 2018 年度にかけて、高浜発電所 3 号機・4 号機及び大

飯発電所 3 号機・4 号機が順次運転を再開し、2 度の電気料金値下げを行いつつ

も、引き続き経常利益を計上している。 
 

年度 経常損益 
（億円） 

原子力の 
発電実績 

（億 kWh） 

原子力の 
構成比 備考 

2010 年度 2,024
（2,379） 670 51% 2011 年 3 月、東日本大震災が発生 

2011 年度 ▲3,020 
（▲2,655） 323 26% 2012 年 2 月、関西電力の原子力発

電所が全て停止 

 
41 約 2024 億円は単体の数値であり、括弧内の約 2379 億は連結の数値である。なお、両数

値とも 1 億円以下は切り捨てている。以下同様である。 
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年度 経常損益 
（億円） 

原子力の 
発電実績 

（億 kWh） 

原子力の 
構成比 備考 

2012 年度 ▲3,925 
（▲3,531） 152 13% 2012 年 7 月、大飯発電所 3 号機・4

号機が再稼働 

2013 年度 ▲1,229 
（▲1,113） 93 8% 

2013 年 5 月、電気料金の値上げ 
（1 回目） 
2013 年 9 月、2012 年 7 月に再稼働

した大飯発電所 3 号機・4 号機が稼

働停止し、関西電力の原子力発電所

が全て停止 

2014 年度 ▲1,596 
（▲1,130） 0 0%  

2015 年度 2,001 
（2,416） 8 1% 

2015 年 6 月、電気料金の値上げ 
（2 回目） 
2016 年 2 月、高浜発電所 3 号機が

再稼働（同年 3 月に稼働停止） 

2016 年度 1,437 
（1,961） -4 0%  

2017 年度 1,455 
（2,171） 129 14% 

2017 年 5 月、高浜発電所 4 号機再

稼働 
2017 年 6 月、高浜発電所 3 号機再

稼働 
2017 年 8 月、高浜発電所 3 号機・4
号機の再稼働に伴う電気料金の値下

げ 
2018 年 3 月、大飯発電所 3 号機再

稼働 

2018 年度 1,305 
（2,036） 301 29% 

2018 年 5 月、大飯発電所 4 号機再

稼働 
2018 年 7 月、大飯発電所 3 号機・4
号機の再稼働に伴う電気料金の値下

げ 
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第 3 関西電力の成り立ち 
 

1 関西電力の概要 
 
関西電力は、電気事業再編成令により、関西配電株式会社及び日本送配電株式

会社からの設備の出資及び譲渡を受けて 1951 年 5 月に設立された株式会社であ

る。会社概要は、以下のとおりである。 
 

会社名 関西電力株式会社 

上場市場 株式会社東京証券取引所市場第一部 

決算日 3 月 31 日 

株主構成42 

大阪市（7.27%） 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）（5.41%） 
日本トランスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）（5.12%） 
日本生命保険相互株式会社（2.93%） 
神戸市（2.91%） 
関西電力持株会（2.00%）等 

代表者 取締役社長 岩根 茂樹 

本店所在地 大阪市北区中之島 3 丁目 6 番 16 号 

従業員数43 21,318 人 

主な事業 電気事業、熱供給事業、電気通信事業、ガス供給事業 等 

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ 

 
2 関西電力の組織体制及びガバナンス体制 

 

関西電力の組織体制及びガバナンス体制は、別紙 2-3-2-1 及び別紙 2-3-2-2 の

とおりである。 
関西電力における主要な機関及び業務執行機関の概要は、別紙 2-3-2-3 のとお

りである44。 
 
3 本件問題と関係する業務執行機関 
 

 
42 2019 年 9 月 30 日時点。 
43 2019 年 10 月 9 日時点。 
44 2019 年 8 月 30 日時点。 
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(1) 原子力事業本部 
 

ア 概要 
 
事業本部の一つである原子力事業本部は、原子力企画部門、原子力安全部門、

原子力発電部門、原子力技術部門及び原子燃料部門の 5 つの部門並びに地域共

生本部で構成されている。これらの業務概要は、下表のとおりである。各部門及

び地域共生本部の下には、グループ、センター又はプロジェクトチームが設置さ

れている。 
 

部門等 業務概要 
原子力企画部門 要員・組織計画及び要員教育並びに文書管理に関する業務の統括 

原子力安全部門 原子力発電所の安全管理及び原子力発電施設の安全評価に関する

業務の統括 

原子力発電部門 
原子力発電の品質保証活動及び原子力発電所の運転保守、放射線

管理、放射性廃棄物管理並びに原子力発電施設の設計・保全に関

する業務の統括 

原子力技術部門 原子力発電施設の設計・保全及び高経年対策に関する技術的業務

の統括 
原子燃料部門 原子燃料サイクル及びその品質保証活動に関する業務の統括 
地域共生本部 福井県における地域対応の統括等 

 
また、美浜発電所、高浜発電所及び大飯発電所の 3 つの原子力発電所は、原子

力事業本部に所属する業務機関であり、原子力事業本部は、原子力発電所の安全

運転を統括している。各原子力発電所長は、原子力事業本部長の示す方針・目標

に基づき、原子力の安全確保を最優先に電力の安定供給を目指した設備の工事、

運用、保守等の業務を計画的に実施する。 
 

イ 原子力事業本部の設置経緯 
 
1957 年、関西電力は、旧一般電気事業者の中で最初に、原子力の基礎的な調

査研究並びに原子力発電所の設計及び建設技術の開発を担当する原子力部を本

店に設置した。その後、1970 年に美浜発電所 1 号機が運転を開始し、美浜発電

所 2号機及び 3号機並びに高浜発電所 1号機及び 2号機の開発が進められる中、

1974 年に原子力総合推進体制の整備として、原子力の安全管理、原子力発電所

の供給力の安定確保、地域対策、広報活動の一元化を目的として、福井県に集中

する関西電力の原子力発電所を統括管理する福井原子力事務所（1994 年に「若

狭支社」に名称変更）を新設した。 
本店の原子力部は、原子力・火力本部、原子力事業本部と組織変更を繰り返し
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ながら旧若狭支社と併存していたが、2004 年 8 月 9 日の美浜発電所 3 号機の二

次系配管破損事故45を契機として、2005 年 7 月に福井県における対応機能を一

元化するため、本店の原子力事業本部が福井県美浜町に移転し、旧若狭支社と統

合する形で原子力事業本部が設置され、また、この時の組織改正に合わせ、立地

地域から一層の信頼を得て、地域とのコミュニケーションを推進するために原

子力事業本部内の組織として地域共生本部が設置された。 
 

(2) 京都支社46 
 
森山氏は 1990 年代前半以降、京都市内に在住しており、京都支社（当時は京

都支店）においても、森山氏の対応を行っていた。 
 

ア 概要 
 
京都支社は、京都における対外対応拠点として、関西電力の事業への理解獲得

につながる地域対応の推進や地域統括機関等の活動支援、非常災害時の統括を

担う支社の一つであり、地域対応が主たる業務である。 
京都支社には、下表のとおりグループが設置されており、各グループの固有の

業務内容は下表のとおりであるが、この他に、各グループとも地域に関する情報

の調査・収集、地域共生の推進及び広報等の業務をそれぞれ行っている。 
 
支社 グループ 各グループ固有の業務内容 

京都支社 

統括グループ 

地域対応に関する計画の策定 
自治体及び地域の関係諸団体との渉外、

連携、協力 
地域対応に係る調整、支援、統括 
秘書、庶務業務 
法務、人事、労務、経理業務等 

京都コミュニケーション 
グループ 

担当地域における自治体及び地域の関係

諸団体との渉外・連携・協力（原子力事

業本部所管事項を除く。） 

京都南部コミュニケーション 
グループ 

担当地域における自治体及び地域の関係

諸団体との渉外、連携、協力（原子力事

業本部所管事項を除く。） 

 
45 美浜発電所 3 号機のタービン建屋において、復水配管の流量計オリフィス下流部が、中

を流れる水の作用により徐々に薄くなって破損し、約 140℃の熱水と蒸気が噴出する事故が

起きた。事故の直接的な原因は、関西電力の二次系配管肉厚管理の不備から、本来管理すべ

きであった箇所を長年にわたって管理できていなかったことにある。 
46 2019 年 6 月の組織改正により、京都支社は、送配電カンパニー電力本部と統合され、送

配電カンパニー所属に再編された。 
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支社 グループ 各グループ固有の業務内容 

京都北部コミュニケーション 
グループ 

担当地域における自治体及び地域の関係

諸団体との渉外、連携、協力（原子力事

業本部所管事項を除く。） 
 
イ 京都支店から京都支社への組織変更 

 
2015 年 6 月の組織改正で、京都支店は、京都支社に組織変更された。京都支

店は、地域対応が主たる業務である京都支社（前記ア参照）と異なり、その業務

は地域対応には限られず、下表のとおり、送電線、変電所、配電線の維持管理、

設置及び改修工事や付帯する建物、用地の維持管理等も含まれていた。 
 

京都支店の業務概要 詳細 

送電線、変電所、配電線の 
維持管理、設置及び改修工事 

送電線、変電所、配電線等電力設備の健全性確認（巡

視）や定期点検 
老朽化・不具合設備に関する修繕・取替等の改修 
発電事業者や顧客からの電気接続申込時における 
設備の設置 

付帯する建物、用地の維持管理 
事業所建物の維持・管理、修繕等 
電力設備、建物の付帯する土地の管理及び購入 

地域（自治体等）の対応 

地域対応に関する計画策定 
地域共生の推進 
自治体及び地域関係団体との渉外・連携・協力 
地域に関する情報の調査、収集等 

総務、労務、人事、経理、調達契

約等 

業務計画・環境・広報 
労務・安全衛生・人事・給与・厚生（社宅・寮管理を

含む。） 
予算・決算・調達 

 
(3) 総務室 

 
総務室は、秘書グループ（役員に関する業務等）、庶務グループ（儀式、会議、

入会及び寄付に関する業務等）、防災グループ（防災計画の総括に関する業務等）、

文書・株式グループ（定款、株主総会に関する業務等）、用地グループ（用地に

関する運営計画に関する業務等）、法務総括グループ、法務サポートグループ（主

として営業、立地及びグループ経営に関する事項の法務サービス）、国際法務グ

ループ（主として国際事業及び海外取引に関する事項の法務サービス）及び原子

力法務グループ（原子力に関する訴訟等に関する業務）で構成される。 
本件社内調査は、損害賠償、コンプライアンス、法令の調査・研究、立法対応、

訴訟等・契約書審査・法律相談・法務情報の提供等の法務サービス（法務サポー
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ト及び国際法務グループが担当する事項を除く。）、業務改善提案及び室の運営

（法務総括、法務サポート、国際法務及び原子力法務グループに関する事項に限

る。）を行う法務総括グループが担当していた。 
 

(4) 調達本部 
 

関西電力では、2015 年 6 月の組織改正以前は、購買組織は調達担当部署及び

調達の金額規模によって分けられており、本店のほかに、各支店、各事業本部及

び発電所等の業務機関においても調達業務（契約締結業務）を担当していた。調

達担当部署47及び金額規模による具体的な区分けは、下表のとおりである。 
 

2015 年 6 月の組織改正までの購買組織 
調達担当部署 締結権限を有する契約 実際の契約締結業務を行う部署 

購買室 
（本店） 

1.5 億円超過の機器・工事契約 機器契約グループ 
工事契約グループ 

1.5 億円以下の機器・工事契約 購買センター 契約グループ 
原子力事業本部 1.5 億円以下の機器・工事契約 経理グループ 
支店・支社 1.5 億円以下の工事契約 経理グループ 
火力事業本部 1.5 億円以下の機器・工事契約 経理グループ 
原子力発電所 4 千万円以下の機器・工事契約 所長室 

 
その後、2015 年 6 月の組織改正により、調達担当部署及び金額規模により分

けられていた購買組織を設備・品目ごとに組織化した上で、調達業務（契約締結

業務）を本店に集約化し、より専門性を高めた組織として調達本部を本店に設置

した48。 
他方で、原子力設備調達グループに関しては、原子力事業本部及びサプライヤ

ーが福井県を拠点にしていることから、原子力事業本部に本店の調達本部の出

先機関が常駐して調達業務（契約締結業務）までを同県内で完結するようにし、

また原子力発電所には地域対応の観点から一定の範囲で購買機能（権限）を残し

た。 
 
 

 
47  関西電力では、契約の請求や当該契約に基づく工事を実施する部署を「工事担当箇所」、

調達本部又は調達本部から権限分掌された契約の締結等に関する業務を行う部署を「契約

担当箇所」と呼称しているが、本報告書においては、「工事担当箇所」を「業務担当部署」、

「契約担当箇所」を「調達担当部署」と呼称する。 
48  例外的に専門性等を有する一部の業務に関する委託契約等を契約する場合については、

当該業務を所管する部門が一定額までの発注権限を有しており、後記第 3 章第 1、5(2)ウの

オーイング等に対する原子力発電所の警備業務はこの類型に該当する。 
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2015 年 6 月の組織改正後の購買組織 
調達担当 
部署 

実際の契約締結業務を行う 
グループ 締結権限を有する契約 

調達本部 
（本店） 

原子力設備調達グループ 機器・資材・請負契約（原子力） 

火力・水力設備調達グループ 機器・工事契約（火力）・設備契約

（水力） 
流通・一般機器調達グループ 機器契約（変電制御・送配電・一般） 
流通設備工事契約グループ 工事契約（送配電） 
一般工事契約グループ 工事契約（土木建築・一般） 
委託契約グループ 委託契約・リース契約 

 
なお、関西電力における発注手続のルールは、別紙 2-3-3-4 のとおりである。 
 

4 関西電力のグループ会社 
 
関西電力は、2019 年 3 月 31 日時点で、グループ会社が 149 社（連結子会社 77

社、非連結子会社 18 社、関連会社 54 社）ある。そのうち、本報告書で主として

触れるグループ会社の概要は、別紙 2-3-4 のとおりである49。 
 

 

 

  

 
49 役員構成は、2019 年 7 月時点とする。 
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第 3 章 森山氏と関西電力との関係 
 
本章においては、第 1 として、森山氏の経歴並びにその地位及び活動につい

て、第 2 として、森山氏が高浜町に在職していた時代から他界するまでの関西

電力との関係について詳述する。 
 
第 1 森山氏の経歴並びにその地位及び活動 
 
1 概要 
 
森山氏の経歴の概要は、以下のとおりである50。 

 
時期 概要 

1928 年 10 月 出生 
 工業専門学校の土木工学科を卒業 
1949 年 5 月 京都府に就職 
1958 年 12 月 綾部市に転職・綾部市臨時職員（衛生課水道係・建設課） 
1959 年 8 月 （綾部市）正職員（技術員）（建設課） 
1962 年 4 月 （綾部市）技術吏員 
1965 年 4 月 （綾部市）建設課都市計画第一係長 
1966 年 11 月 （綾部市）土木課都市計画係長 
1969 年 12 月 綾部市を退職 
1969 年 12 月 高浜町に転職・企画室主幹 
1970 年 12 月 （高浜町）民生課長 
1970 年 部落解放同盟福井県連合会書記長・高浜支部書記長（～1971 年） 
1971 年 福井県客員人権研究員（～2018 年） 
1971 年 10 月 （高浜町）総括課長兼建設課長（1973 年 1 月からは総括課長のみ） 
1974 年 8 月 （高浜町）企画課長 
1975 年 10 月 （高浜町）収入役 
1977 年 4 月 （高浜町）助役 
1986 年 高浜町都市計画審議会委員（～2010 年） 
1987 年 2 月 高浜町人権擁護委員（～1999 年 3 月） 
1987 年 5 月 高浜町を退職 
1987 年 6 月 高浜町教育委員会（委員長又は委員）（～2010 年 9 月） 
1987 年 6 月 柳田産業相談役（～2018 年） 
1987 年 7 月 関電プラント顧問（～2018 年） 
1997 年 3 月 オーイング取締役（～2018 年） 
2000 年 高浜町あらゆる人権差別をなくする審議会委員（～2010 年） 

 
50 なお、森山氏の受賞歴等としては、(i)自治功労賞（1973 年）、(ii)社会教育功労賞（1975
年）、(iii)地方自治の振興と地域社会の発展功労表彰（1976 年）、(iv)科学技術長官賞（1985
年）、(v)法務省人権擁護局長感謝状（1996 年）、(vi)瑞宝小綬章（2003 年）、(vii)高浜町町政

功労者表彰（2005 年）がある。 
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時期 概要 
2009 年 福井県人権施策推進審議会委員（～2018 年） 
2019 年 3 月 90 歳で死去 
 
2 高浜町役場における職務 
 
森山氏は、大阪府内の工業専門学校を卒業後、1949 年 5 月に京都府に就職し

51、その後、1958 年 12 月に綾部市に転職した後、1969 年 12 月に高浜町に転職

した。 
その後、森山氏は、1969 年 12 月に企画室主幹に就任した後、1970 年 12 月に

民生課長に就任し、総括課長52兼建設課長（1971 年 10 月就任。1973 年 1 月から

は総括課長のみ）を経て、1974 年 8 月に企画課長に就任し、1975 年 10 月～1977
年 3 月までの間、収入役を務めた後、同年 4 月に助役に就任し、その後約 10 年
にわたり助役を務めた後、1987 年 5 月 31 日に高浜町を退職した。 
企画課長は関西電力との事務的な折衝の窓口となる職位であり、森山氏は、後

記第 2、1 のとおり、企画課長時代から収入役及び助役時代を通じ、浜田氏とと

もに、高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設や高浜発電所の運営に関する関係各

所との折衝や関連問題への対応等に当たっていた。 
 
3 役場職員以外の地方自治体における地位及び活動 
 
(1) 福井県における地位及び活動 

 
森山氏は、福井県において、1971～2018 年の間、福井県客員人権研究員を務

めていた。客員人権研究員の主な職務は、人権問題や人権施策に関する各種事項

に関して福井県からの要請に対して意見を述べることであった（面会、電話、手

紙等により年間 30 回程度）。 
また、森山氏は、2009～2018 年の間、福井県人権施策推進審議会委員を務め

ていた。人権施策推進審議会委員の主な職務は、審議会に参加して人権施策基本

方針や人権施策の実施状況に関して意見を述べることであった53。 
なお、福井県が 2019 年 10 月 15 日に設置した高浜町元助役関係調査委員会に

よる 2019 年 11 月 21 日付「高浜町元助役との関係にかかる調査報告書」によれ

 
51 ただし、京都府によれば、森山氏が正規職員として京都府で勤務した記録はなく、臨時職

員等として勤務していた可能性はあるものの、当時の記録は残っていないとのことである。 
52 複数ある課長職の上位の職位であり、森山氏以外に 1 名が就いたほかその職位に就いた

者は存在しない。 
53 ただし、記録の残る 2014 年以降、審議会へ出席したという記録はない。 
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ば、同調査委員会が調査対象とした特別職や部長等の職位にあった福井県職員

が、森山氏から、数千円～20 万円程度の現金や商品券等の金品を受領していた

事実が確認されている。この調査における調査対象者 313 名のうち、180 名が人

権関係の研修会等を通じて森山氏と接点があり、そのうち 109 名が森山氏から

金品を受領していたものとされている。 
 

(2) 高浜町における地位及び活動 
 
森山氏は、高浜町教育委員会において、1987 年 6 月～2010 年 9 月の間委員を

務め、また、1990 年 10 月～1992 年 9 月の間、1994 年 10 月～1999 年 9 月の間、

2001 年 10 月～2002 年 9 月の間及び 2005 年 10 月～2008 年 9 月の間は委員長を

務めていた。 
また、森山氏は、高浜町都市計画審議会において、1986 年 1 月～2010 年 1 月

の間委員を務め、1986 年 1 月～1998 年 1 月の間は会長を、1998 年 1 月～2010 年
1 月の間は副会長を務めていた。 
さらに、1987 年 2 月～1999 年 3 月の間は人権擁護委員、また、2000～2010 年

の間はあらゆる人権差別をなくする審議会の委員をそれぞれ務めていた。 
なお、高浜町が 2019 年 12 月 9 日に設置した高浜町元助役関係調査委員会に

よる 2020 年 3 月 2 日付「調査報告書」によれば、同調査委員会が調査対象とし

た課長職以上の職位にあった高浜町職員等が、森山氏から、一定の金品を受領し

ていた事実が確認されている。この調査における調査対象者 56 名のうち、1 名

が森山氏から 10 万円相当の商品券を受領しており54、17 名が森山氏と 3000 円

～1 万円程度の中元、歳暮又は見舞金等のやり取りをしたとされている。また、

1 名がオーイングから中元及び歳暮等を受領していたとされている。もっとも、

この調査において、調査対象者が、森山氏、吉田開発又はオーイングから請託を

受けた事実、及び、これらの者に対して便宜を図った事実は、いずれも確認され

なかったとのことである。 
 
4 部落解放同盟における地位及び活動 
 
部落解放同盟中央本部による 2019 年 10 月 7 日付コメント55によれば、森山氏

は、高浜町への転職の直後である 1970～1971 年の間、部落解放同盟福井県連合

 
54 同調査報告書によれば、商品券を受領した者は、森山氏に対し、同程度の金額の品物を返

礼したとされている。 
55  「福井県高浜町元助役から関西電力幹部への金品受領問題に関する部落解放同盟中央本

部のコメント」（http://www.bll.gr.jp/info/news2019/news20191008.html）（2020 年 3 月 10 日閲

覧）。 

http://www.bll.gr.jp/info/news2019/news20191008.html
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会の書記長及び高浜支部の書記長を務めていた。同コメントによれば、森山氏は、

1972 年に部落解放同盟福井県連合会の書記長及び高浜支部の書記長の職を辞し

て以降は、部落解放同盟の福井県連合会や高浜支部の運営等に関与することは

なかったものとされている。 
 
5 関電プラント及び本件取引先等における地位及び活動 
 
(1) 関電プラントにおける地位及び活動 
 
森山氏は、1987 年 5 月に高浜町を退職後、関西電力の紹介で、同年 7 月 1 日

に関電プラント（当時の社名は関電興業株式会社）の顧問に就任した。森山氏は、

その後、体調不良等を理由に 2018 年 12 月 31 日をもって退任するまで、30 年以

上にわたり関電プラントの顧問の地位にあった。関電プラントでは、毎年 6 月

下旬に、「顧問（非常勤）の委嘱期間の更新について」と題する稟議書（委嘱期

間：1 年間、報酬：年額 200 万円（手取り））が作成され、社長決裁を経ていた。 
もっとも、森山氏への関電プラントの顧問委嘱に当たっては、同社と関西電力

が「但し、業務には一切関与願わないものとする。」と記載された覚書を締結し

ており、森山氏に対する関電プラント顧問としての肩書は名目的なものであっ

たと評価すべきである。 
 
(2) 本件取引先における地位及び活動 
 
森山氏は、本件取引先の少なくとも一部において役員等の一定の地位を有し

ていた。また、本件取引先の役員等は、森山氏と関西電力の役職員との会食等に

同席し、場合によっては、関西電力の役職員に金品を渡したことがあった。さら

に、関西電力から本件取引先への発注について、森山氏が関西電力に対し発注や

情報提供を要求したことが認められる。森山氏と本件取引先各社との関係につ

いての本調査の結果は以下のとおりである。 
なお、(i)森山氏が本件取引先から受領していた報酬等の有無等については、後

記第 4 章第 1、3(2)、(ii)森山氏及び本件取引先等が関西電力の役職員に対して提

供した金品等の有無及びその額については、後記第 4 章第 1、2 をそれぞれ参照

されたい。 
 
ア 吉田開発 
 
吉田開発は、福井県大飯郡高浜町に本社を置き、関西電力関連の工事としては、
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主に高浜町における土木建築工事を請け負っている会社である。関西電力及び

関電子会社 6 社からの吉田開発に対する発注の状況については、後記第 4 章第

3、1 を参照されたい。 
吉田開発の役員は、森山氏に呼ばれて同氏の京都市内の自宅に出向くことな

どがあった。もっとも、閉鎖登記簿謄本等の公開情報によれば、森山氏が吉田開

発の役員等に就任していた事実は認められなかった。 
吉田開発の役員は、後記第 2、3(1)イのとおり、森山氏と関西電力の役職員と

の会食等に同席していた。その回数は相当数に上り、時にはその会食等において

関西電力の役職員に対し金品を提供していた。また、後記第 4 章第 3、2(1)ア(ア)
のとおり、森山氏は、関西電力に対し、吉田開発に対する工事等の発注を要求し

ていた。その結果、吉田開発の関西電力関連工事の受注が伸びた。吉田開発は森

山氏に対して総額で 3 億円程度の金員を謝礼として提供した。そのほか、後記

第 4 章第 1、2(3)ア(ア)b のとおり、森山氏は、吉田開発が関西電力の所有地を賃

借したり買い受けたりすることができるよう関西電力に要請していた。 
なお、後記第 6 章第 1、2 のとおり、吉田開発は、2018 年 1 月頃に金沢国税局

の税務調査を受け、これに関連して森山氏と関西電力も税務調査を受けている。

この税務調査が契機となって、関西電力の役職員が森山氏に対し、同年 2 月中

に、受領していた相当額の金品等を返還するに至っている。 
 
イ 柳田産業 
 
柳田産業は、兵庫県高砂市に本社を置き、関西電力関連の工事としては、主に

原子力発電所の定期検査等に関する工事等を請け負っている会社である。 
柳田産業は、福井県出身の企業ではないが、従前、大手重電企業の下請企業と

して関西電力の発電所を含む発電所・工場等のポンプやコーティング関連の仕

事を請け負い、実績を積んでいく中で、関西電力から直接工事を受注するように

なったものである。関西電力及び関電子会社 6 社からの柳田産業に対する発注

の状況については、後記第 4 章第 3、1 を参照されたい。 
森山氏は、1987 年 5 月の高浜町退職後、同年 6 月に柳田産業の相談役に就任

した。森山氏は、相談役の報酬として相当の金額を受領しており、本件ヒアリン

グによれば、報酬額は年数千万円単位だったと聞いたことがあると述べる者も

存在する。また、後記第 4 章第 1、2(3)ア(ア)a(a)のとおり、1980 年代に大飯発電

所の幹部であった者に対する本件ヒアリングによれば、1987 年 5 月の高浜町助

役退任後、森山氏が、同年 6 月頃に同幹部の自宅を訪問し、「柳田産業を頼む。」

と言って 5～10 万円分の商品券を置いていったとのことである。 
なお、関西電力から提供を受けた資料の中には、森山氏は、柳田産業の取締役
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に就任していたとの記載があるものも存するが、閉鎖登記簿謄本等の公開情報

からは、森山氏が柳田産業の取締役に就任していた事実は認められなかった。 
また、柳田産業は、1990 年代前半以降、京都府京都市中京区所在のマンショ

ンの一室を京都事務所とし、同事務所を森山氏の個人事務所とした。さらに、同

社は社宅として同マンションの最上階の一室を賃借し、森山氏は同室を京都市

の居宅としていた。 
柳田産業の役員は、後記第 2、3(1)イのとおり、森山氏と関西電力の役職員と

の会食等に少なくとも数回は同席していた。こうした会食等の中には、柳田産業

が主催して、森山氏、関西電力の福井原子力事務所並びに美浜発電所、高浜発電

所及び大飯発電所の所長や事務次長を招いて行われたものもあったとのことで

ある。また、後記第 4 章第 3、2(1)ア(イ)のとおり、森山氏は、関西電力に対し、

柳田産業に対する発注予定額の上積み等を要求していた。 
森山氏は、2018 年 10 月、柳田産業の相談役を退任した。 
後記第 6 章第 1、2 の税務調査を契機とした関西電力の役職員の森山氏に対す

る、2018 年 2 月の金品の返却については、柳田産業の役員の立会いの下で行わ

れていたことが認められる。 
 
ウ オーイング 
 
オーイングは、福井県大飯郡高浜町に本社を置き、関西電力関連の業務として

は、主に原子力発電所の警備業務を請け負っている会社である。関西電力及び関

電子会社 6 社からのオーイングに対する発注の状況については、後記第 4 章第

3、1 を参照されたい。 
オーイングの主たる業務は警備業である。警備業以外には、ビルメンテナンス

業務、人材派遣（受付業務等）を行っている。関西電力から受注している業務は、

原子力発電所の警備業務と京都支社管内の事業所の清掃業務であり、売上とし

ては、高浜発電所の警備業務による売上が最も大きい。 
オーイングの閉鎖登記簿謄本その他の資料及び本件ヒアリングによれば、森

山氏は、オーイングの株式を保有するとともに、オーイング設立時（1997 年 3 月
5 日）から 2018 年 5 月 22 日まで、オーイングの取締役に就任していた。 
オーイングの役員は、後記第 2、3(1)イのとおり、森山氏と関西電力の役職員

との会食等に少なくとも 20 回以上同席していた。また、後記第 4 章第 3、2(1)ア
(ウ)のとおり、森山氏は、関西電力が他社に発注していた業務をオーイングに発

注するよう、関西電力に対し度々要求するなどしていた。 
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エ 塩浜工業 
 
塩浜工業は、福井県敦賀市に本社を置き、関西電力関連の工事としては、主に

土木工事、建築工事、特殊鋼造工事を請け負っている会社である。関西電力及び

関電子会社 6 社からの塩浜工業に対する発注の状況については、後記第 4 章第

3、1 を参照されたい。 
関西電力から提供を受けた資料には、関西電力が、塩浜工業を森山氏と関係性

がある企業として認識している旨の記載がなされているものもあるが、森山氏

が塩浜工業の取締役又は顧問等に就任していたことが明記された資料はなく、

閉鎖登記簿謄本等の公開情報からも、森山氏が塩浜工業の取締役に就任してい

た事実は認められなかった。 
しかし、塩浜工業の役員は、後記第 2、3(1)イのとおり、森山氏と関西電力と

の役職員の会食等に少なくとも 10 回以上同席していた。また、後記第 4 章第 3、
2(1)ア(エ)のとおり、森山氏は、関西電力に対し、塩浜工業を JV 元請にするよう

要求したり、塩浜工業への発注金額の増額を要求したりするなどの発注要求を

行っていた。 
 
(3) その他の関西電力の取引先における地位及び活動 
 
関西電力から提供を受けた資料その他資料及びヒアリングによれば、本件取

引先以外に、森山氏が顧問・相談役又は役員に就任していた企業は確認されなか

った。 
もっとも、関西電力が森山氏と関連する企業として認識していた取引先は必

ずしも本件取引先には限られず、また、高浜町等に所在する地元企業の中には、

以下に述べるとおり、森山氏が関西電力に対し当該企業への発注を要求するな

ど、本件取引先以外にも森山氏と一定の関係を有していたことがうかがわれる

企業が存在している（前記第 1 章第 1、4(1)イで述べたとおり、本件取引先とこ

れらの企業を「本件取引先等」と総称する。）。 
なお、関西電力が社内調査報告書等において森山氏と一定の関係を有すると

していた、吉田開発、柳田産業、オーイング、柳田産業及び X1 社の 5 社（本件

取引先）においては、それぞれ森山氏と一定の関係が認められたものの、その関

係の深さはそれぞれ異なり、本件取引先のうち、X1 社については、前記第 1 章
第 1、4(1)イ脚注のとおり、他の本件取引先と同列に論じることは必ずしも適切

ではないと考えられるため、本項において記載する。 
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ア X1 社 
 
 X1 社は、福井県福井市に本社を置き、関西電力関連の業務としては、主に原

子力発電所における警備業務等を請け負っている会社である。関西電力及び関

電子会社 6 社からの X1 社に対する発注の状況については、後記第 4 章第 3、1
を参照されたい。なお、現在は、X1 社において、高浜発電所に関する業務の売

上は少額である。また、X1 社は、関西電力の業務に関するオーイングの下請も

行っている。 
関西電力から提供を受けた資料の中には、森山氏が X1 社の取締役又は顧問に

就任していたとの記載があるものも存在する。もっとも、X1 社の役員はこの事

実を否定しており、また、少なくとも、閉鎖登記簿謄本等の公開情報からは、森

山氏が X1 社の取締役に就任していた事実は認められなかった。 
発注との関係では、後記第 4 章第 3、2(1)ア(オ)のとおり、森山氏が、関西電

力に対し、X1 社に対する発注予定額の情報提供を求めたことがある。 
 
イ X2 社 
 

X2 社は、関西電力グループ及びその元請先から工事等を請け負っている会社

である。 
大飯発電所の幹部であった者と高浜発電所長の長谷泰行氏その他の関西電力

職員間の電子メールその他の資料によれば、X2 社は、2013 年 12 月、森山氏に

対し、関西電力、関電プラント及び環境総合テクノスの工事を受注したい旨等を

記載した要望書を提出し、また、2016 年 1 月にも、森山氏に対し、関西電力の

大飯発電所の設備の改修工事の受注を希望する旨を要望していた。これらの X2
社の要望は、森山氏から関西電力の役職員に伝達され、関西電力の役職員はこれ

らの要望に対する対応を検討した。中でも 2013 年 12 月の要望書に対しては、

個々の要望に対し関西電力として前向きに応じる方向での返答を行い、また、

2016 年 1 月の要望に係る改修工事は X2 社が工事を受注するに至ったことが認

められる。 
なお、これらの 2 つの要望に関して、X2 社が森山氏に手数料等を支払った事

実は認められなかった。 
 

ウ X3 社 
 
X3 社は、関西電力グループ及びその元請先から工事等を請け負っている会社

である。 
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 以下の記述は、特に断りのない限り、X3 社の役員に対するヒアリングに基づ

くものである。 
X3 社は、1993 年頃、森山氏から関西電力の取引先の紹介を受け、関西電力の

発電所に関する業務を当該取引先の下請として受注し始めた。当該取引先の紹

介に対して、X3 社が、森山氏に謝礼等を支払ったことはないが、通常の付き合

いの中で森山氏の遊興費（パチンコ代）を負担するなどといったことはあったと

のことである。 
 また、X3 社は、1998 年頃、吉田開発とともに、森山氏に対し、吉田開発及び

その下請としての X3 社が関西電力の業務を受注できるように依頼し、その後関

西電力から総額約 800 万円の業務を受注した。これについて、X3 社は、吉田開

発と相談の上、受注の謝礼として、吉田開発と折半して合計現金 80 数万円を京

都の森山氏の自宅に持参して手渡した。 
 さらに、X3 社は、2003 年頃、森山氏に対し、関電プラントの業務を受注でき

るよう依頼し、その後業務を受注するに至った。X3 社は、この業務受注に対し

て、森山氏に金銭の支払いを行ってはいないが、森山氏と酒席を共にし、その代

金 40 数万円を X3 社において支払ったとのことである。 
 
エ 株式会社熊谷組 
 
 共同通信社による 2020 年 1 月 7 日付の「関電、熊谷組受注に便宜」と題する

報道及びその続報（以下「熊谷組関連報道」と総称する。）によれば、1997 年に、

関西電力の子会社である株式会社原子力安全システム研究所（以下「INSS」とい

う。）が発注し、株式会社熊谷組（以下「熊谷組」という。）が受注・施工した同

研究所新築工事（以下「研究所新築工事」という。）に関し、森山氏が、関西電

力の幹部職員を恫喝し、競合他社である株式会社大林組（以下「大林組」という。）

に同工事の受注の断念を要請するなど、熊谷組が同工事を受注できるよう便宜

を図ることを求めるなどし、その後、熊谷組が同工事を受注したとのことである。 
熊谷組関連報道を受け、当委員会において、同報道に係る音声（森山氏と関西

電力の幹部職員との通話を録音したとされるもの。以下「本件音声」という。）

の内容を確認するとともに、関西電力から、熊谷組が同工事を受注した経緯等に

関する資料の提供を受けて調査した。 
しかし、熊谷組が研究所新築工事を受注した経緯等に照らせば、疑いはあるも

のの、関西電力の幹部職員とされる人物が、森山氏の要求に応じ、大林組の担

当者と交渉し、熊谷組が同工事を受注できるよう便宜を図ったと認定するまで

には至らなかった（この熊谷組の一件に関する当委員会の評価の詳細は、後記

第 4 章第 3、3(2)のとおりである。）。  



 

68 
 

第 2 森山氏と関西電力の関係 
 
1 高浜町役場在職時代の森山氏と関西電力の関係 
 
(1) 高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設に対する協力 
 
高浜発電所 1 号機は 1969 年 12 月に、また、高浜発電所 2 号機は 1970 年 11 月

にそれぞれ原子炉設置の許可がなされている。当時、森山氏は、1969 年 12 月に

高浜町に就職し、1970 年 12 月には民生課長に就任した。 
1975 年前後に設置に向けた動きが本格化した高浜発電所 3 号機及び 4 号機に

ついては、関西電力から提供を受けた 1975 年 1 月 30 日～1977 年 6 月 9 日の間

における関西電力と福井県や高浜町との打合せ内容を記載した「高浜原子力発

電所増設の経緯について（地元対策）」と題する資料（以下「地元対策経緯資料」

という。）、高浜町議会の議事録その他の資料より、森山氏が、遅くとも企画課長

を務めていた 1975 年 1 月頃から高浜町長であった浜田氏とともに、関西電力と

高浜発電所の増設に向けた協議を開始し、以後、地元住民、地元漁業協同組合、

高浜町議会、県等の関係先との折衝に当たっていたことが確認できる。高浜発電

所 3 号機及び 4 号機は、1980 年 8 月に原子炉設置の許可がなされており、森山

氏はそれまでの間に収入役（1975 年 10 月就任）を経て助役（1977 年 4 月就任）

へと地位が変化しているが、高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設に関する森山

氏の上記役割が変わることはなかった。 
森山氏は、高浜町議会議員、地元住民や漁業協同組合に対する根回し、県知事

に対する陳情を含む福井県との折衝等を行い、その経過を関西電力の担当者ら

に逐次報告し、高浜発電所 3 号機及び 4 号機の立地に向けた協議を行っていた。

これらの根回し、折衝等や関西電力との協議は、森山氏が浜田氏とともに行って

いたこともあれば、浜田氏を伴わずに森山氏が単独で行っていたこともあった。 
関西電力担当者らは、自らも福井県知事や県職員、地元関係者らと面談を行い、

高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設に向けた申入れや協議を行っていたが、地

元対策経緯資料より、これらは多くの場合、浜田氏や森山氏の根回しを前提にし

ており、各関係者と最も密接に折衝を行っていたのは、浜田氏及び森山氏であっ

たことが確認できる。 
中でも、浜田氏及び森山氏が最も尽力していたのは、高浜発電所 3 号機及び 4

号機の増設に反対する一部の漁業協同組合等の地元関係者の説得であったよう

である。浜田氏及び森山氏は、高浜町として地域振興対策を行うとしてこれら地

元関係者を説得するよう努め、関西電力は当該地域振興対策に協力する旨の協

定書を締結している。そして、関西電力は、この地域振興対策への協力として、
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1976～1977 年に合計 9 億円の協力金を高浜町に対して支払っている。この 9 億

円の協力金については、関西電力から浜田氏名義の口座に振り込まれ、浜田氏及

び森山氏と地元関係者の協議の結果を踏まえ、町道舗装や漁港整備等の地域振

興対策や漁業振興対策の費用として支出されたが、後に、浜田氏名義の口座に協

力金を受け入れたことや、その使途が浜田氏らにより独断で決定されたことは

違法であるなどとして、地元住民から住民監査請求が行われることとなった56。 
また、浜田氏及び森山氏は、行政側の担当者として、高浜町議会において原子

力発電所増設を擁護する趣旨の答弁を度々行っていたことが認められる57。 
関西電力から提供を受けた森山氏に関する情報が記載された 1994 年 3 月 25

日付の資料（1988 年 1 月当時の資料の引用とされる記載がある。以下「森山氏

情報資料」という。）には、関西電力の 1988 年 1 月当時の認識として、「高浜 3、
4 号機の建設にあたって、地元及び漁協との折衝に当たるとともに、それらの要

求を吸い上げ町の振興計画に反映し、立地に対する住民の合意形成に尽力した。」

と記載されているところ、この関西電力の認識は、上記の森山氏の活動の内容に

沿ったものである。 
 
(2) 原子力発電所の運営に対する協力 
 
ア 概要 
 
森山氏情報資料には、上記の高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設に対する森

山氏の尽力に加え、「当社に対する寄与内容」として、関西電力の 1988 年 1 月当

時の認識に基づき、以下の内容が記載されている。 
 

時期 内容58 

1979 年 4 月 16 日 
米国スリーマイル島原子力発電所事故の影響により大飯 1 号機

を停止したが、その際定検中であった高浜、美浜発電所の早期運

転再開について側面的に国・県に働きかけを行ない早期再開に

 
56  結論としては、高浜町監査委員による監査の結果、違法又は不当な点はないものと判断

された。その後、当該地元住民から再度住民監査請求がなされたが、既に監査したとおりで

あって再度監査を行う理由がないとして、再度の住民監査請求は却下されている。 
57 当委員会において、1976～1977 年の高浜町議会の議事録を確認したところ、森山氏は、

高浜町議会において度々浜田氏の指名に基づき答弁をしており、その内容は原子力発電所

関係の質問に対する答弁が多数含まれた。森山氏は、原子力関係の質問に対しては、行政側

として、一貫して原子力発電所推進又は擁護の立場での答弁をしている。なお、1968～1975
年及び 1978 年の森山氏の答弁内容については、高浜町において町議会の記録が見当たらな

いとのことであり、確認することができなかった。 
58  森山氏情報資料について、個人の特定を避けるなどの目的で、一定の加除修正を行って

いる。 
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時期 内容58 
力となった。 

1980 年 1 月 

高浜 3、4 号機に係る我が国で最初の 2 次ヒヤリング開催にあた

り、ルールづくりや警備対応の中心になって全般を取り仕切り、

ヒヤリングを成功させるとともに 3、4 号機増設に大きな力とな

った。 

1980 年 12 月 
高浜 3、4 号機の本格着工に必要な建築確認について、当社が着

工を予定していた 12.3 に間に合わせるよう県と折衝し、12.3 建

築確認通知を得ることができた。 

1985 年 3 月 地元の組合からの苦情に対し、当該組合を説得し個人の問題と

するよう切り離し工作をしてくれた。 

1985 年 5 月 
大飯 3、4 号機 2 次ヒヤリングの開催方式に関する周辺市町村の

まとめ役となり、要望書の作成や国への陳情に努力し、同ヒヤリ

ングが意見を聴く会方式となる大きな力となった。 

1986 年 5 月 チェルノブイリ事故に際し、地元団体からの町に対する陳情書

を町限りに止どめ、公にしなかった。 

1987 年 2 月 
地元企業からのフナクイムシに係る要望に際し、当社と地元企

業の仲介を行ない、正常な土地取引として解決することができ

た。 

1987 年 4 月 
高浜 3号機の格納容器給気ダクト内での業者の圧死事故に際し、

警察・地元関係に対する無言の圧力により穏便に済ますことが

できた。 

その他 

 発電所の各種トラブルに際し、原子力推進の立場から地元説

得にあたり、国・県への対応のバックアップをしてくれた。 
 新規立地予定地点からの視察者に対し、終始推進の姿勢で行

政としてのあり方について積極的に説得してくれた。 
 議会対策上、一部議員の封じこみをはかり、発電所をカバーし

てくれた。 
 問題ある企業について、町業者としての指名を拒否するとと

もに発電所工事業者としての侵入を阻止してくれた。 
 地元からの寄付要望について、当社の立場を考慮し調整して

くれた。 
 当社関係に対する採用希望者の窓口となって整理してくれ

た。 
 原子力関係者の町内における交通事故等のトラブルに対し、

素早く行動して地元から批判がでないよう措置してくれた。 
 
 これら森山氏の「寄与内容」には、原子力発電所の稼働のための国や県の折衝

等、原子力発電所を誘致した立地地域の行政を担当する者として、違和感のない

内容も含まれている。 
他方で、上記「寄与内容」には、「地元の組合からの苦情に対し、当該組合を

説得し個人の問題とするよう切り離し工作をしてくれた。」（1985 年 3 月）、「チ

ェルノブイリ事故に際し、地元団体からの町に対する陳情書を町限りに止どめ、

公にしなかった。」（1986 年 5 月）、「地元企業からのフナクイムシに係る要望に

際し、当社と地元企業の仲介を行ない、正常な土地取引として解決することがで
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きた。」（1987 年 2 月）、「高浜 3 号機の格納容器給気ダクト内での業者の圧死事

故に際し、警察・地元関係に対する無言の圧力により穏便に済ますことができ

た。」（1987 年 4 月）、「当社関係に対する採用希望者の窓口となって整理してく

れた。」、「原子力関係者の町内における交通事故等のトラブルに対し、素早く行

動して地元から批判がでないよう措置してくれた。」といった、行政担当者の職

務として行うべきものか疑問があるものや、適切な解決が行われているのか疑

わしいものも多々含まれている。 
もっとも、こうした疑問がある「寄与内容」のうち、関西電力から提供を受け

た資料等により当委員会がより詳細な事情を確認できたものは、下記のフナク

イムシ問題のみである。 
 
イ フナクイムシ問題 
 
森山氏情報資料に記載の「地元企業からのフナクイムシに係る要望に際し、当

社と地元企業の仲介を行ない、正常な土地取引として解決することができた。」

（1987 年 2 月）との事案について、関西電力から提供を受けた資料によれば、

以下の経緯が認められる。 
当該地元企業（以下「本件地元企業」という。）は高浜町が町に誘致した企業

であり、高浜発電所に近い土地を保有し、海上の水面貯木場に木材を保管してい

た。しかし、高浜発電所からの温排水の排出（水温上昇）により、フナクイムシ

が増加し、本件地元企業が水面貯木場に保管していた木材に対する食害が頻発

するようになったため、1981 年 5 月 2 日、本件地元企業は、高浜町長に対し、

関西電力に対して指導を求める旨の陳情書を提出した。同月 7 日、高浜町長は、

関西電力に対し、当該陳情書の内容検討と対応について回答を要請した。 
関西電力は、1981 年 7 月 3 日、高浜町長に対し、引き続き水質・温排水拡散

状況について調査を継続すること、高浜発電所の増設及び維持運営については

本件地元企業から誓約書を取得して承諾を得ていることなどを回答し、同月 4
日、高浜町長は本件地元企業にこれを伝えた。これに対し、同月 21 日、本件地

元企業から高浜町長宛に、関西電力に高浜発電所の増設及び維持運営について

の誓約書を提出した当時、温排水の排出による水温上昇は予想外であり、当該誓

約書はフナクイムシの増加による食害被害を想定せずに作成したことなどを内

容とする再陳情書が提出された。 
その後、フナクイムシの増加問題は解決しないまま、本件地元企業は、木材不

況により経営状態が厳しくなり、1985 年後半から関西電力に対し、本件地元企

業の所有する約 3 万坪の土地及び建物の買取りを依頼するようになった。この

関西電力と本件地元企業の間の協議に、遅くとも同年 12 月頃から、高浜町助役
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の森山氏が介在するようになった。関西電力は当初、電気事業者として利用計画

のない土地を取得することはできない、また、町が誘致した企業を関西電力が救

済することは事業の性格上不可能であり、各方面で諸種の問題を起こすなどの

理由で、本件地元企業の土地買取りの依頼を拒絶していた。しかし、森山氏は、

関西電力と本件地元企業という高浜町の誘致企業同士で争うことは避けてもら

いたいなどとして、高浜町長とともに関西電力に善処を求めていた。関西電力は、

1986 年 2 月、県や当時の通商産業省の了解といった条件が整えば土地の買取り

も検討するとして、森山氏にその方針を伝えた。これに対し、森山氏は、本件地

元企業にフナクイムシ問題を白紙に戻させて、その上で土地の買取要請を行わ

せることに全面的に協力するとの意向を示した。 
関西電力は、対象の不動産について不動産鑑定を行い、1986 年 3 月、鑑定結

果に基づき総額約 6 億 4600 万円との価格の提示を行った。これに対し、同年 7
月、本件地元企業は総額 12 億 3000 万円とする鑑定結果を提示し、関西電力の

提示した価格では会社を整理することとなるとして、フナクイムシ問題抜きで

の売買はあり得ない旨を主張した。関西電力は正常な価格での売買を主張し、フ

ナクイムシ問題を踏まえた解決はあり得ない旨主張したが、森山氏からは高浜

町の誘致企業間で争うことは避け、双方に打開策を検討するよう求められた。関

西電力は、同年 8 月、自社の提示している価格が正常価格であるとしながら、国

土利用計画法の手続が円滑に進められる額まで上積みすることとして、森山氏

に一任する旨の方針を決定した。森山氏は、本件地元企業と協議し、同年 9 月、

関西電力に対し、11 億円であれば片がつく見通しであると伝え、関西電力も 11
億円での買取りに応じた。その後、細かな調整が行われ、同年 11 月中旬には関

西電力と本件地元企業との間で話がまとまった。その際の手続として、同月 15
日付で、本件地元企業は、高浜町長に対し、同社所有の約 3 万坪の土地の売却斡

旋に協力してほしい旨を依頼する文書、及び、フナクイムシ問題に関する陳情書

等一切の文書を撤回するとともに、今後名目の如何を問わず異議・苦情の申出又

は求償をしないことを誓約する関西電力宛の誓約書を提出し、これを受けて、高

浜町長から同月 19 日付で関西電力に対し、本件地元企業の土地処分について協

力を求める文書が提出された。 
その後、国土計画利用法上の手続が完了した後の 1987 年 2 月 20 日、本件地

元企業の土地及び建物を総額 11 億円で関西電力が買い受ける旨の土地建物売買

契約が締結された。この売買契約締結に際しては、本件地元企業が、不動産鑑定

事務所より、土地を 11 億 2407 万 1000 円と評価する 1986 年 10 月 15 日付不動

産鑑定評価書、建物を 2759 万 4000 円と評価する同月 20 日付不動産鑑定評価書

を取得し、また、関西電力は、1987 年 1 月 31 日付で、別の不動産鑑定事務所よ

り、土地を 11 億 0717 万円、建物を 2678 万円と評価する不動産鑑定評価書を取
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得している。 
以上のとおり、フナクイムシ問題においては、関西電力が森山氏の仲介によっ

て、発電所の運営に関する地元企業との紛争を、最終的に当該地元企業の所有す

る不動産を買い取ることによって解決したことが認められる。関西電力から提

供を受けた資料からは、森山氏がこの仲介に当たり違法ないし不当な手段を用

いたことは認められないが59、関西電力は、地元企業との紛争を解決するために、

利用計画のなかった不動産を自らが取得した鑑定結果に基づき正常価格と考え

ていた価格よりも 4 億 5000 万円余りも高額な金額で購入し、森山氏らの要請に

応じて、高浜町が誘致した企業を救済する結果となっている。 

このフナクイムシ問題に端を発する本件地元企業との不動産取引は、原子力

発電所の運営に関する地元企業との紛争を不動産の高額買取という不透明な手

段によって解決するとともに、関西電力自身が当初、電気事業者として利用計画

のない土地を取得することはできない、また、町が誘致した地元企業を関西電力

が救済することは事業の性格上不可能であり、各方面で諸種の問題を起こすこ

とを理由に土地の買取りを拒絶していたとおり、その内情が世間に明るみに出

れば、そもそも、高浜町において発電所を設置・運営する電気事業者として不適

切な取引であったとの批判を免れ得ない取引であった。 
 
(3) 芦原氏、内藤氏との関係について 
 
本件ヒアリングによれば、森山氏は、高浜町退職後、森山氏に接する立場にあ

った関西電力の役職員に対し、森山氏が高浜発電所 3 号機及び 4 号機の設置の

ために尽力した旨を繰り返し語っていたとのことである。 
この話に付随して、森山氏は、「芦原氏、内藤氏と一緒に増設を行った。芦原

氏を尊敬している。」、「芦原氏と東京や群馬、栃木で会って話した。」、「その時の

書類が家にある。」などとして、高浜町助役在任当時の関西電力の会長であった

芦原義重氏（以下「芦原氏」という。）及び副社長であった内藤千百里氏（以下

「内藤氏」という。）と自分との関係を匂わせることがあったということである。 
しかし、当委員会が調査した範囲において、芦原氏又は内藤氏と森山氏が接触

していたこと及びその内容を直接示す資料は見当たらず、また、本件ヒアリング

において、森山氏が保有するという書類についても、内藤氏からの時候の挨拶の

手紙以外に芦原氏又は内藤氏と森山氏との関係を示す書類を見た者はおらず、

 
59 なお、2020 年 3 月 8 日付の朝日新聞朝刊における報道によれば、高浜町助役在任当時の

関西電力の副社長であった内藤千百里氏が森山氏に対し、上記の土地取引に関し、福井県に

口利きを依頼したと同新聞記者に証言したとのことであるが、関西電力から提供を受けた

資料には、内藤氏と森山氏の接触について記載はなく、また、両氏とも故人であるため、本

件調査において、上記の口利き依頼の事実は確認できなかった。 
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また、上記以上に具体的に、芦原氏及び内藤氏と森山氏がどのような関係にあっ

たのかを森山氏から聞いた者はいなかった。また、森山氏自身が語る「尽力」の

内容も、確認できる範囲では多少なりとも具体的なものでも「私自身も過去高浜

町長の指示のもとで、原子力発電所の建設に協力してきた。当時は地元も含めて

83%が反対の中で、露骨なこともしてきたが、反対派ととことん話しをしてやっ

てきた。特に芦原会長の意向に共鳴し一部の地元団体も反対のなかで地域性を

重視しながら真剣な姿で徹底討論をして、なんとか私に任せるような状況にし

たのである。計画、立案において行政とも連携し高浜 1～4 号の建設を推進して

きた。」60との人権研修における発言くらいであり、あとは、関係者を論破した、

体を張って頑張った、ボディガードをつけてもらったこともあるという程度の

抽象的なものでしかなかったとのことであり、芦原氏や内藤氏と森山氏の関係

を示す具体的な内容や、原子力発電所の立地及び運営に関し問題ないし不適切

な行為があったことを示す内容を聞いた者もいなかった。 
もっとも、内藤氏に対するインタビューを基にした朝日新聞社の記事61によれ

ば、内藤氏は森山氏と当時の福井県知事らとの会合で会ったことや、「この男と

は腹を割って話ができるとなれば、とことん信用される。」、また、「私の時に、

高浜と大飯と二つ、いっぺんにやってしまった。それができたのは私と彼と…」

として、森山氏との信頼関係を語り、また、内藤氏が森山氏から金品を受領して

いたことを告白したとされている。 
森山氏自身による芦原氏や内藤氏との関係を匂わせる発言を複数の関西電力

の役職員が聞いていることや、内藤氏のインタビューの内容からすれば、具体的

な内容までは不明ではあるものの、芦原氏及び内藤氏と森山氏との間には何ら

かの密接な関係があったことが推察される62。 
 
2 高浜町役場退職後の森山氏に対する関西電力の懸念とその淵源 

 
以上のとおり、森山氏は高浜町在職時代、原子力発電所の立地及び運営に協力

しており、関西電力としても森山氏が原子力発電所の立地及び運営に寄与して

いたものと認識していたことが認められる。 
他方で、森山氏が高浜発電所 3 号機及び 4 号機の増設に当たり、関西電力の

担当者らと密に連絡を取りながら、高浜町議会議員、地元住民や漁業協同組合に

 
60 この発言については、特定を避けるなどの目的で、一定の加除修正を行っている。 
61 2019 年 12 月 12 日付朝刊「原発と関電マネー 癒着 上」 
62 本件地元企業は、前記(2)イ記載のフナクイムシ問題に端を発する不動産取引の実施に際

して、関西電力と会食の場を設けたが、当該会食に内藤氏も出席していたとのことである。

もっとも、当該会食へ森山氏が出席していたか否かは明らかでない。 
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対する根回し、県知事に対する陳情を含む福井県との折衝に当たっていたこと

や、芦原氏や内藤氏といった関西電力の経営トップ層と資料には表れない接触

を行っていたこと、森山氏の高浜町助役時代の関西電力に対する寄与の内容に

は、原子力発電所の運営に当たって起こる様々な問題について、適切な解決が行

われているのか疑問がある内容が多々含まれていることなどからすれば、森山

氏は、前記のフナクイムシ問題の解決にみられるような関西電力の不適切な行

為を少なからず見聞きし、また、フナクイムシ問題においてそうであったように、

自ら関西電力の不適切な行為に関与してきたものと考えられる。また、森山氏が

現にどこまでそういった関西電力の不適切な行為を知っていたかは別にして、

関西電力の役職員において、各人に程度の差はあれ、森山氏を「関西電力の弱み

を握る人物」として認識していたことが認められる。 
森山氏情報資料には、高浜町を退職した森山氏に関して 1988 年 1 月時点で今

後予想される懸念点として、(i)原子力発電所から県への報告、許認可について町

又は県に圧力をかけ、ストップさせる、(ii)原子力発電所に関する問題を議会に

取り上げさせ、同議会を通じて原子力発電所の業務運営を妨害する、(iii)関西電

力に対する訴訟の原告側をバックアップし、原子力発電所からの温排水問題に

ついて関西電力を追及するといった懸念が記載されている。 
合理的に考えれば、森山氏が長く高浜町助役を務め、地方自治体を含む地元に

対し多少の影響力を持っていたとしても、立地地域として原子力発電所の稼働

を前提とした経済活動が行われている高浜町において、高浜町を退職した一民

間人に過ぎない森山氏が、原子力発電所の運営を妨害し、ましてや、その稼働を

ストップさせるほどの影響力を有しているはずはないところである。また、森山

氏は、原子力発電所の立地及び運営に協力してきた者であり、上記のとおり、高

浜町の退職後は原子力発電所の運営に関わる関西電力の取引先において一定の

地位を有しており、原子力発電所が稼働することは森山氏の利益にもかなうこ

とであったから63、冷静に見ると、森山氏が関西電力にとって知られてはならな

い情報を有していたとしても、現実に原子力発電所の運営の妨害行動に出るか

は甚だ疑問である。 
なお、時間が経つにつれて、高浜町助役時代の森山氏との関係を含め、原子力

発電所の立地及びその直後の時期のことを知る者が現役を引退していき、森山

氏が知られてはならない関西電力の情報を握る人物であるとの認識も薄らいで

いくことになるが、森山氏は後記第 4 章第 1、2 のとおり、高浜町退職後すぐの

時期から関西電力の役職員に対し多額の金品を提供するようになっている。こ

 
63 ただし、後記第 4 章第 2 のとおり、関西電力は、森山氏の取引先に対する発注要求に応

じるなどしており、原子力発電所の稼働が森山氏の利益にもかなう状況は関西電力自身が

作出している側面が大きい。 
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の関西電力の役職員が森山氏から多額の金品の提供を受領しているという事実

が公表されれば、現況がそうであるように、関西電力が社会から大きな批判を浴

び、原子力発電所の運営が揺るがされかねないものであり、森山氏は、関西電力

の役職員に対し多額の金品の提供を続けることで、新たに関西電力の知られて

はならない情報を作出していったものである。 
  
3 高浜町退職後の森山氏と関西電力の関係 
 
(1) 森山氏に対する経済的利益の提供及び饗応接待 
 
ア 関電プラントの顧問委嘱及び報酬支払い 
 
前記第 1、5(1)のとおり、森山氏は、関電プラントの顧問に就任し、1987 年 7

月 1 日～2018 年 12 月 31 日の間、その地位にあった。森山氏に対する顧問報酬

は年額 200 万円（源泉徴収後の金額）であり、毎年 2 回に分けて、現金 100 万円

が森山氏に手渡されていた。税金等を考慮した場合、森山氏は上記期間を通じて、

関電プラントから少なくとも合計 6780 万円を受領していた。 
 
イ 関西電力の役職員による挨拶、饗応接待等 
 
原子力事業本部や高浜発電所等において一定の役職に就任した従業員は、森

山氏に対して就任の挨拶や時候の挨拶等をしなければならないものとされてお

り、この慣習については、前任者から後任者に対して引継ぎが行われていた。 
また、森山氏は、度々、ホテルのレストランや日本料理店等において、関西電

力の役職員と会食を行っていた。これらの会食には、本件取引先のうち、吉田開

発、柳田産業、オーイング又は塩浜工業の各役員が同席することがあった。会食

の費用は関西電力が負担しており、会食に出席する関西電力の役職員は、各自、

数千円程度の手土産を持参し、それぞれ森山氏に渡していた。 
そして、上記の会食とは別に、毎年、原子力事業本部の手配により、森山氏の

誕生日会や花見等の行事が開催されており、これらの行事には、原子力事業本部

及び京都支店に所属していた役職員、並びに、美浜発電所、高浜発電所及び大飯

発電所の幹部が出席していた。関西電力は、これらの行事の費用を負担するほか、

毎回、森山氏に対して手土産（数千円程度）や誕生日プレゼント（1～2 万円程

度）を渡していた。 
これらの会食や誕生日会等の行事のために支出された金額及びその回数は、

関西電力の接待交際費として記録されているものに限っても、別紙 3-2-3-1 のと
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おり、2009～2017 年の間の合計で金額にして 8952 万 0036 円、回数にして 421
回に上る64。 
また、関西電力の役職員は、森山氏の提案を受け、森山氏との旅行を実施して

いた。これらの旅行は、他の電力会社の原子力発電所の見学や核燃料サイクル施

設の見学を目的とするものもあれば、懇親を目的とするものもあった。また、こ

れらの旅行には、関西電力の幹部のほか、上記原子力発電所の見学等を目的とす

るものについては、福井県の職員等が参加することもあった。 
後記第 4 章第 1、2 のとおり、森山氏から関西電力の役職員に対する金品の提

供は、主に、これらの会食の機会に行われており、森山氏及び会食等に同席した

本件取引先が、会食の席で関西電力の役職員に対して金品等を提供することも

あった。前記 2 のとおり、この金品の提供等自体が関西電力の役職員の森山氏

に対する弱みを作り出しており、森山氏が関西電力の役職員を意のままにする

ことができる要因の一つとなっていた。 
なお、後記(2)のとおり、森山氏は、人権研修を通じて、関西電力において、「先

生」としての地位を築いており、現に、関西電力から提供を受けた資料には、森

山氏の呼称として、「森山先生」や「先生」との記載が度々登場している。また、

本件ヒアリングにおいても、森山氏のことを「先生」と呼称する関西電力等や本

件取引先の役職員が少なからず存在した。 
 
(2) 関西電力の役職員に対する人権研修 

 
関西電力の高浜発電所では、1987 年末、従業員間でいわゆる同和地区出身者

であることを理由とする差別事件が発生し、また、1988 年初頭、業務を受託し

ていた関西電力の協力会社の従業員が同和地区出身者に対する差別発言をし、

これに対して部落解放同盟高浜支部から問題提起がされるということがあった。 
関西電力は、従前より人権研修を実施していたにもかかわらず、原子力発電所

に関わる従業員・企業において、上記の差別事件が発生したことを受け、人権に

対する問題意識を更に向上させるために、同年以降、主に原子力発電所関連の要

職に就いている関西電力の役職員65を対象とした人権研修を開催することとし

た。 
1988 年 4 月に第 1 回の人権研修である「同和問題懇親会」が開催され、1989

年 2 月には人権事件に関する学習会が開催された。その後、同年 8 月に、森山氏

 
64 古くは、交際費は年間 200 万円の限度で電気料金の原価に算入されていたが、1982 年の

税制改正において支出交際費の全額が損金不算入とされて以降は、電気料金の原価に参入

していない。 
65 関電プラント等の役職員が出席する場合もあった。 
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より、関西電力において福井県・法務局も関与した同和研修会を開催したい旨の

要請があり、同月、第 2 回の人権研修である「同和問題研修会」が開催された。

その後、関西電力は年に 1 回「幹部人権研修」66を継続的に実施しており、森山

氏は、2017 年まで当該研修の講師を務めていた。研修の開催場所は、主に福井

県内の関西電力の施設や公共施設であるが、2016 年度の研修は大阪市北区中之

島の関西電力本店で開催された。 
人権研修には、関西電力の取締役、原子力事業本部長や執行役員等をはじめと

した重役が出席しており、また、副知事等、福井県の要職が来賓又は講師として

出席していた。講師は、森山氏のほか、福井県や高浜町の要職の職員等が務めて

おり、これらの講師が講演を行い、森山氏が最後に総括を行っていた67。 
社内において人権研修を行うことが意義あるものであることは論を俟たない

が、この人権研修が、関西電力において、森山氏の「先生」としての地位を関西

電力役職員に広く知らしめ、かつ、根付かせることとなった一面があることは否

定できない。特に、人権研修は、森山氏にとって、関西電力の役職員に対し、森

山氏が副知事等の県の要職にある人物を招聘することができるだけの影響力を

持っていることを見せつける絶好の機会となった。さらに、森山氏は、人権研修

の機会に、関西電力の高位の役職員を出席者の面前で罵倒・叱責することもあっ

た。こうしたことによって、森山氏の関与する人権研修は、関西電力役職員の間

で、森山氏に対する畏怖の念を醸成する一因となっていた。 
 
(3) 関西電力の役職員に対する森山氏の罵倒・叱責 
 
 森山氏は、関西電力役職員に対する人権研修や、関西電力役職員との会食等、

工事情報の提供や発注要求等、関西電力の役職員と森山氏が接するあらゆる局

面で、時として相手を恫喝・叱責するとともに苛烈かつ執拗な態様で精神的に追

い込むという行動を取っていた。 
例えば、森山氏には、関西電力の役職員に対して何か意に沿わないことがある

と、即座にかつ長時間にわたり大声で罵倒・叱責を続ける（ホテルのロビーのラ

ウンジ等の公衆の面前で長時間にわたり大声で罵倒・叱責を続けた例もある。）、

関西電力の役職員の自宅に押しかけて役職員の家族の前で近隣にまで聞こえる

大声で罵倒・叱責する、関西電力の役職員の面前で、あえてその上司に当たる者

に対し激しく罵倒・叱責する、人権研修等の機会に県等の地方自治体の職員等を

叱責等することで、地方自治体にも影響力があることを見せようとするなどに

 
66 1998 年頃以降は、この名称に統一されている。 
67 なお、人権研修の講師を務めたことに対する報酬は数万円～10 万円程度であり、森山氏

が講師の場合も他の者が講師の場合も報酬に特段の差異はなかった。 
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代表されるように、時として恫喝により相手に不安感・恐怖感を植え付け、相対

的に自分の優越的な地位を確保するという行動がみられた。 
また、その際には、時として、原子力発電所の運営や、関西電力の役職員とそ

の家族、関西電力における地位等、様々なものに対して害悪を与える可能性を示

唆するなどの行為が伴っていた。 
本件ヒアリングにおいては、森山氏から金品等を提供された関西電力の役職

員が、その受領を謝絶し、又は、後日受領した金品等を返還しようとすると、森

山氏から罵倒・叱責を受けることとなり、金品等の受領を拒絶したり、受領した

金品等を返還したりすることができなかったと述べる者が多くみられた。 
前記 2 のとおり、時代によってその背景は異なるものの、関西電力の役職員

は、森山氏が原子力発電所の運営に影響を及ぼすおそれについて、一定の現実的

な懸念を抱いていたものと考えられる。また、関西電力の役職員は、面前で取締

役クラスの上席者が森山氏から罵倒・叱責を受ける姿を目の当たりにするとと

もに、それらの上席者が森山氏を大事にすべき存在又は脅威として丁重に扱っ

ている事実に直面したり、森山氏による罵倒・叱責の体験談や森山氏の取扱いに

ついての引継ぎを受けることで、森山氏を大事な存在又は脅威と捉える認識が

連綿と受け継がれ、結果、全ての者が森山氏を丁重に取り扱うようになっていっ

たものと考えられる。 
このように、森山氏は、金品提供等のほか、時としてこうした罵倒・叱責によ

る恫喝をも手段として、関西電力の役職員を自らの意に添うようにしてきたも

のである。 
 
(4) 関西電力に対する森山氏からの要求 
 
ア 工事に関する情報の提供要求・発注要求 
 
後記第 4 章第 2 のとおり、森山氏は、関西電力の役職員等に対し、本件取引

先等に対する工事等の発注予定情報を提供するように要求し、関西電力の役職

員等はこれに応じていた。また、後記第 4 章第 2、第 3 のとおり、森山氏は、関

西電力の役職員等に対し、本件取引先等に対する発注を要求し、関西電力の役職

員等がこれに応じて、特定の工事の発注を約束したり、次年度の発注額を枠取り

したりしている事例が多数あった。 
 
イ その他（関西電力の人事への介入） 
 
森山氏は、同氏が高く評価している役職員について森山氏と接点のある役職
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に留まらせるよう働きかけ、あるいはこうした役職員の異動に際しては厚遇す

るよう働きかけることがあった。実際に、関西電力が森山氏に配慮して当該役職

員を通常の人事周期よりも長期間当該役職に留まらせることや、当該役職員を

当該役職から異動させる際には森山氏の意向を踏まえて社内の慣例よりも高い

役職に任命することがあった。 
また、森山氏は、関西電力が社内の特定の役職に社外の者を登用する局面にお

いても、関西電力が既に特定の人物の雇用継続を決めていたにもかかわらず、森

山氏と接点のある別の者を雇用するよう関西電力に強く要求したことがあった。

この結果、関西電力は、従前決定されていた人事方針を変更し、森山氏の要求す

る社外の者を当該特定の役職に登用したことがあった。 
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